
 

 

（案） 

はぐくみ支え合うまち・京都ほほえみプラン（仮称） 

～京都市障害者施策推進計画・第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年●月 
（２０１８年●月） 

京 都 市 

ほほえみ広場マスコットキャラクター 

                   エミー 



  



 

目  次 

 

第１章 計画の策定にあたって………………………………………………………………１ 

１ 計画策定の背景と趣旨…………………………………………………………………１ 

２ 計画の性格・位置づけ等………………………………………………………………５ 

 

第２章 これまでの計画の取組状況…………………………………………………………７ 

１ 支えあうまち・京都ほほえみプランの取組状況……………………………………７ 

２ 第４期障害福祉計画の取組状況…………………………………………………… 10 

 

第３章 障害者生活状況調査の結果……………………………………………………… 12 

１ 障害者生活状況調査の概要………………………………………………………… 12 

２ 調査結果からの主な課題…………………………………………………………… 13 

 

第４章 計画の基本方針等………………………………………………………………… 22 

 

第５章 共生社会実現に向けた具体的施策……………………………………………… 23 

 １ 重点目標……………………………………………………………………………… 23 

 ２ ５つの施策目標と具体的施策……………………………………………………… 24 

【施策目標１】お互いに認め合い支え合って暮らすまちづくり……………………… 24 

○ 啓発…………………………………………………………………………………… 25 

○ 相談支援……………………………………………………………………………… 26 

○ 意思疎通支援・情報保障…………………………………………………………… 27 

○ 手話…………………………………………………………………………………… 27 

【施策目標２】地域で自立して生活できる仕組みづくり……………………………… 28 

○ 福祉サービス………………………………………………………………………… 29 

○ 住まい・暮らし……………………………………………………………………… 30 

○ 地域交流……………………………………………………………………………… 32 

【施策目標３】安心して生活できる社会環境の整備…………………………………… 33 

○ 健康・医療…………………………………………………………………………… 34 

○ こころの健康………………………………………………………………………… 35 

○ 難病支援……………………………………………………………………………… 35 

○ ユニバーサルデザイン……………………………………………………………… 36 

○ 災害対策……………………………………………………………………………… 36 

○ 権利擁護……………………………………………………………………………… 37 



 

【施策目標４】生きがいや働きがいをもてるまちづくり……………………………… 38 

○ 社会参加……………………………………………………………………………… 39 

○ 文化・スポーツ……………………………………………………………………… 40 

○ 就労…………………………………………………………………………………… 40 

【施策目標５】障害や疾病等で支援が必要な子どもに対する福祉と教育の充実…… 42 

○ 早期発見・早期支援………………………………………………………………… 43 

○ 特性や状況に応じた支援の提供…………………………………………………… 43 

○ 相談・支援・連携体制の強化……………………………………………………… 44 

○ 一人一人のニーズに応じた教育の推進…………………………………………… 45 

３ 各年度における障害福祉サービス等の必要量の見込み………………………… 48 

 ４ 地域生活支援事業の実施に関する事項…………………………………………… 52 

 

第６章 計画の推進と進捗管理…………………………………………………………… 56 

 

  



1 

 

第１章 計画の策定にあたって 

 

１ 計画策定の背景と趣旨 
 

（１）国の動向 

○ 国においては，この約 10 年間で，障害者施策のあり方が大きく変化しています。 

  最も大きな動きとしては，平成１８年に採択された国連の「障害者の権利に関する

条約（障害者権利条約）」の批准に向けた国内法の整備が進められ，平成２６年１月

に批准，同年 2 月１９日から効力が発生しています。 

  まず，障害者権利条約の批准に先立ち，国内法整備を進めるべきとの意見を受け，

「障害者基本法」の改正（平成 23年 8 月公布），「障害者虐待の防止，障害者の養護

者に対する支援等に関する法律」の制定（平成 23 年 6 月公布），平成 22 年 12 月

及び平成 24年 6 月の二回にわたる「障害者自立支援法」の大幅な改正（平成 24 年

6 月の改正によって「障害者総合支援法」に改称），「障害を理由とする差別の解消の

推進に関する法律（障害者差別解消法）」の制定（平成 28 年 4 月公布）等が行われ

ています。 

○ 特に，平成２３年８月に改正された「障害者基本法」では，障害者の定義について，

『個人の機能障害に原因があるもの』とする「医学モデル」から「『障害』（機能障害）

及び『社会的障壁』（日常生活や社会生活を営む上で障壁となる事物，制度，慣行，

観念等）により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」

とする「社会モデル」に大きく転換しました。その他，『合理的配慮』（障害のある人

もない人も同じように権利や基本的自由を保障するために行う必要な変更や調整の

ことで，過重な負担がかからない配慮のこと）の考え方が導入されるなど，障害のあ

る人ない人も地域で共に生きる社会づくりを目指すものとなっています。 

○ また，平成 28年 4月に施行された「障害者差別解消法」では，差別を解消するた

めの措置として「不当な差別的取扱いの禁止」「合理的配慮の提供」を定めているほ

か，同じく平成２８年４月に施行された改正障害者雇用促進法においても，雇用の分

野での「障害を理由とする差別的取扱いの禁止」「合理的配慮の提供」を事業主に対

して義務付けています。 

○ さらに，障害福祉サービス関係では，平成 15 年度に，障害のある人がサービスを

選択し契約する支援費制度が導入された後，平成 18 年度には，身体・知的・精神の

3 障害共通の障害福祉サービスを一元化するとともに，利用者負担を応能負担から定

率負担にすること等を目的とした「障害者自立支援法」が施行されました。その後，

平成 22 年 12 月に，「障害者自立支援法」が改正され，利用者負担の見直し（応能
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負担の原則化）や相談支援の充実（相談支援体制の強化や支給決定プロセスの見直し

等）等が行われ，さらに，平成 24 年 6月に，名称を「障害者総合支援法」に改める

とともに，法の対象に難病患者を加えることや障害者支援区分への変更等の一部改正

が行われています。 

○ 児童分野では，平成24 年 4 月に「児童福祉法」が改正され，障害児支援の強化の

ため，障害種別等で分かれていた障害児施設を通所・入所の利用形態の別により一元

化するとともに，通所支援の対象に，精神障害（発達障害を含む）が新たに追加され

ました。 

  また，平成 29年に示された「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な

実施を確保するための基本的な指針」では，「障害福祉計画・障害児福祉計画の基本

的理念」として「障害者等の自己決定の尊重と意思決定の支援」「市町村を基本とし

た身近な実施主体と障害種別によらない一元的な障害福祉サービスの実施等」「入所

等から地域生活への移行，地域生活の継続の支援，就労支援等の課題に対応したサー

ビス提供体制の整備」「地域共生社会の実現に向けた取組」「障害児の健やかな育成の

ための発達支援」が定められています。 

 

（２）本市のこれまでの取組 

○ 本市では，昭和 56年の国際障害者年で目標とされた「完全参加と平等」の実現に

向けて，「国際障害者年京都市行動計画」（昭和58 年～平成 4年）を策定し，以後，

「国際障害者年第 2 次京都市行動計画」（平成4 年度～平成 13 年度），「京都市障害

者いきいきプラン〔第 2 次行動計画の後期計画〕」（平成 10 年度～平成 14 年度），

「京都市障害者施策推進プラン」（平成 15 年度～平成 24 年度），「支えあうまち・

京（みやこ）のほほえみプラン〔障害者施策推進プランの後期計画〕」（平成 20 年度

～平成 24 年度），「支えあうまち・京都ほほえみプラン〔京都市障害者施策推進計

画〕」（平成 25年度～平成 29 年度）に基づき，総合的な障害者施策を推進してきま

した。 

○ 「支えあうまち・京都ほほえみプラン〔京都市障害者施策推進計画〕」（前計画）で

は，基本方針を「障害のあるひともないひとも，すべてのひとが違いを認め合い，支

え合うまちづくりを推進する」として掲げ，5 つの施策目標のもと施策を推進してき

ました。 

○ 障害のある人の就労支援は，市，府，国の各行政から民間まで，企業，労働，福祉，

教育の各分野の関係機関が連携し，障害のある方の就労支援を効果的に推進するため

の協働機構として，平成21 年 8 月に設立した「京都市障害者就労支援推進会議」に

おいて，支援・連携のルールづくりや共同事業の実施等に取り組んでいます。 

○ また，手話への理解促進・普及をすすめ，多くの人が相互に人格と個性を尊重する
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ことを基本理念に，豊かな共生社会を実現することを目指した「京都市手話言語がつ

なぐ心豊かな共生社会を目指す条例」（手話言語条例）が，市会議員全員による共同

提案のうえ，全会一致で可決し，平成 28 年 3 月に制定，同年 4 月に施行されまし

た。 

○ 障害のある子どもへの支援においては，平成２４年４月の児童福祉法改正を受け，

地域での障害児支援を推進し，児童発達支援事業や重症心身障害児が通所できる事業

所の設置促進など，年々利用ニーズの高まっている，障害のある子どもの地域での居

場所づくりに取り組んでいます。 

○ このように，障害のある人や子どもが地域で当たり前に暮らせる社会，適切な支援

を受けながら働くことが当たり前の社会の構築に向けて，本市の取組は着実に前進し

ています。 

 

（３）計画策定の趣旨 

○ 本計画は，「支えあうまち・京都 ほほえみプラン」及び「第４期障害福祉計画」

の計画期間が平成２９年度で終了することから，平成２２年に策定した「はばたけ

未来へ！ 京プラン（京都市基本計画）」の分野別計画として，障害者・児を取り巻

く関連施策や市民ニーズ等の社会情勢，本市の障害者・児施策の実施状況等を踏ま

えながら，総合的に障害者・児施策を推進するため，２つの計画を一体化した計画

として策定し，施策・事業の更なる推進を図ります。 

  また，「児童福祉法」の改正により，「障害児福祉計画」の策定が義務付けられた

ことから，「第１期障害児福祉計画」として合わせて策定するとともに，障害児施策

については，子育て支援施策の総合的な計画として策定した「京都市未来こどもは

ぐくみプラン」と連携して取組を推進します。 
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[最近の障害福祉関連施策の主な動き] 

 

「児童福祉法」改正（H24.4月施行） 

 ●障害児の定義に精神障害（発達障害を含む）を追加 

 ●障害種別等に分かれていた障害児施設（通所・入所）について一元化 

 ●放課後等デイサービス，保育所等訪問支援，障害児相談支援の創設 

「障害者差別解消法」（Ｈ25.6月成立，Ｈ28.4月施行） 

●地方自治体等における差別的取り扱いの禁止 

●地方自治体等における合理的配慮の不提供の禁止（民間事業者は努力義務） 

●差別解消に向けた取組に関する要領を策定（地方自治体は努力義務） 

「障害者権利条約」の批准（Ｈ26.１月） 

●平成19年に署名後，基本法改正，差別解消法制定等の国内法制度の整備に取り組んで

きた 

「難病医療法」（Ｈ26.5月成立，Ｈ27.1月施行） 

●難病の患者に対する医療費助成を法定化し，その対象を拡大 

●相談，福祉サービス，就労や社会参加への支援も充実する 

「障害者雇用促進法」改正（Ｈ25.6月成立，Ｈ28.4月施行） 

●雇用の分野における障害を理由とする差別的な取扱いを禁止 

●法定雇用率算定に精神障害者を加える（平成30年４月１日から施行） 

「成年後見制度利用促進法」 （H28.5.13施行） 

●成年後見制度の利用の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進 

「発達障害者支援法」改正（Ｈ28.5月成立，Ｈ28.8月施行） 

●障害の定義と発達障害への理解の促進 

●発達障害者支援地域協議会の設置 

「ニッポン一億総活躍プラン」 （H28.6.2閣議決定） 

●障がい者，難病患者，がん患者等の活躍支援 

●地域共生社会の実現 

「障害者総合支援法」の改正 （H30.4.1施行，一部H28.6.3施行） 

●自立生活援助の創設・就労定着支援の創設 

●高齢障害者の介護保険サービスの円滑な利用 

●障害児のサービス提供体制の計画的な構築（障害児福祉計画の策定） 

「児童福祉法」の改正 （H30.4.1施行，一部H28.6.3施行） 

●障害児のサービス提供体制の計画的な構築（障害児福祉計画の策定） 

●医療的ケアを要する障害児に対する支援 
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１ 計画の性格・位置づけ等 

（１）計画の性格・位置づけ 

○ このプランは，「障害者基本法」に基づき本市の障害者施策の方向性等を定める基

本的な計画である「京都市障害者施策推進計画」と，「障害者総合支援法」に基づ

き，障害福祉サービス，相談支援及び地域生活支援事業の必要な見込量とその確保

のための方策を定める「障害福祉計画」及び「児童福祉法」に基づく「障害児福祉

計画」の３つの性質をもつ計画です。 

 ○ また，このプランは，「京都市基本構想（グランドビジョン）」に即し，基本構

想の具体化のために全市的観点から取り組む主要な施策を示す計画として，平成

22 年１２月に策定した「はばたけ未来へ！京プラン（京都市基本計画）」の障害者

福祉分野における分野別計画として策定し，各分野別計画（第７期京都市民長寿す

こやかプラン，京都市未来こどもはぐくみプラン，京（みやこ）地域福祉推進指針

等）との十分な連携の下に推進していきます。 

 

（２）計画期間 

○ このプランは，平成３０年度（２０１８年度）から平成３５年度（２０２３年

度）までの６年間を計画期間としておりますが，障害福祉計画及び障害児福祉計画

については３年毎の策定が義務付けられているため，３年後の平成３３年度（２０

２１年度）には改定を行い，それに併せて全体の中間見直しを行います 

28 年度 

2016 年度 

29 年度 

2017 年度 

30 年度 

2018 年度 

31 年度 

2019 年度 

32 年度 

2020 年度 

33 年度 

2021 年度 

34 年度 

2022 年度 

35 年度 

2023 年度 

        

        

        

        

２ 

次期障害者施策推進計画 

第５期障害福祉計画 第６期障害福祉計画（予定） 

前プラン 

第 4期 
障害福祉計画 

第１期障害児福祉計画 第２期障害児福祉計画（予定） 

京都市未来こども 
はぐくみプラン 

次期京都市未来こども 
はぐくみプラン（予定）※～36 年度 

はぐくみ支え合うまち・京都ほほえみプラン 

中間見直し 
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（３）他計画との関係性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市政の基本方針 

京都市基本構想（グランドビジョン） 

２１世紀の京都のまちづくりの方針を理念的に示す長期構想 

＜平成１３年～平成３７年＞ 

障害者福祉の分野別計画 

京都ほほえみプラン 

 

 

 

 

障害福祉サービス等の必要 

見込み量や提供体制に関する

計画 

 ◆計画期間◆ 

平成３０年度～３２年度 

障
害
者
基
本
法 

障害者総合支援法 

 

「はばたけ未来へ！ 京プラン（京都市基本計画）」 
 

基本構想の具体化のために全市的観点か

ら取り組む主要な政策を示す計画 
 

＜平成２３年度～平成３２年度＞ 

 

各区基本計画 
 

基本構想に基づく各区の個性を生かした

魅力ある地域づくりの指針となる計画 
 

＜平成２３年度～平成３２年度＞ 

 
 

障害のある人の状況等を踏まえた障害のある人に

関する基本的な計画 

◆計画期間◆ 平成３０年度～３５年度 

 

 

 

障害児通所支援等の必要見

込み量や提供体制に関する

計画 

 ◆計画期間◆ 

平成３０年度～３２年度 

児童福祉法 

子育て支援の 

分野別計画 

 

  

 

 

子育て支援施策の

総合的な計画 

◆計画期間◆ 

平成２７年度～ 

平成３１年度 

第１期京都市 

障害児福祉計画 

第５期京都市 

障害福祉計画 

京都市未来こども

はぐくみプラン 

京都市障害者施策推進計画 

連携 

 



7 

 

第２章 これまでの計画の取組状況 

 

１ 支えあうまち・京都ほほえみプランの取組状況 
 

（１）全体的な取組状況 

 「支えあうまち・京都ほほえみプラン」（前プラン）は，平成２５年度から平成２９

年度までの５年間を計画期間とする「障害者基本法」に規定する障害のある人の福祉に

関する施策の基本計画として策定したものです。 

 前プランでは，今後実施すべき２０６項目の具体的取組を掲げており，プランの着実

な推進に取り組んできた結果，全ての取組が実施済み又は実施中となっております。 

 

施 策 目 標 取組項目 

取組状況 

実施済 

又は 

実施中 

検討中 

１ お互いに認め合い支え合ってくらすまちづくり ６７ ６７ ０ 

２ 自立した地域生活の促進 ５９ ５９ ０ 

３ 
障害や疾病等で支援が必要な子どもに対する福

祉と教育の充実 
３７ ３７ ０ 

４ 生きがいをもって働くことができる社会づくり ２１ ２１ ０ 

５ 生活しやすい社会環境の整備 ２２ ２２ ０ 

計 ２０６ ２０６ ０ 

 

  

１ 
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（２）施策目標ごとの主な取組について 

 ○ お互いに認め合い支え合ってくらすまちづくり 

   お互いに認め合い支え合ってくらすまちづくりのために，相談支援の充実や差別

解消法に基づく取組，コミュニケーション支援の強化などに取り組んできました。 

  ●主な取組事業例● 

  ・地域における相談機能の中核となる「基幹相談支援センター」を市内５圏域に設

置（２５年度） 

  ・障害を理由とする差別の解消の推進に関する京都市対応要領を策定・周知 

（２７年度） 

   ・手話言語条例の制定を受けて，市民向け手話学習番組「しゅわしゅわ京都」の制

作・放映（２９年度） 

 

 ○ 自立した地域生活の促進 

  障害や疾病があっても住み慣れた地域で心豊かに，すこやかに安心して暮らすこ

とができるよう，障害特性に合わせた適切な保健・医療サービスの提供に取り組ん

できました。 

  ●主な取組事業例● 

  ・高次脳機能障害専門相談窓口として「高次脳機能障害者支援センター」を設置 

（２７年度） 

  ・自殺対策の指針となる「きょう いのち ほっとプラン」（京都市自殺総合対策

推進計画）を改定（２８年度） 

 

 ○ 障害や疾病等で支援が必要な子どもに対する福祉と教育の充実 

   障害のある子どもに対する保育，療育の実施に当たり，それぞれが必要とする支

援の内容を把握し，各関係機関が連携した支援体制を構築するとともに，インクル

ーシブ教育の理念を踏まえ，すべての子どもたちが共に学び合い，育ち合う教育を

推進する取組を進めてきました。 

  ●主な取組事業例● 

  ・障害児の放課後支援，通学支援の拡充に向け，移動支援に「ほほえみネット」を

新設（２５年度） 

  ・重度心身障害児を通わせる放課後等デイサービス又は児童発達支援事業所の新規

開設に対する助成を実施（２７年度） 

  ・市内全ての就学前施設において就学支援シート事業を実施（２６年度） 
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 ○ 生きがいをもって働くことができる社会づくり 

 障害のある人が生きがいをもって社会参加できるまちづくりのために，就労の場

の確保を図るとともに，就労を支援する体制の整備に取り組んできました。 

  ●主な取組事業例● 

  ・障害のある人が働ける職域の設計や特例子会社設立等のノウハウを必要としてい

る企業等に対して，障害者雇用促進アドバイザーの派遣制度の実施（２５年度） 

  ・障害福祉サービス事業所や総合支援学校等の関係機関が連携した職場への定着支

援として，京都市障害者職場定着支援等推進センターを開設（２６年度） 

  ・地域企業と障害福祉事業所との連携による新商品開発プロジェクトを実施 

（２６年度） 

  

 ○ 生活しやすい社会環境の整備 

   障害のある人の活動の場や行動範囲を広げ，自由な社会参加を促進するために，

建物や道路等のバリアフリー化を推進するほか，障害のある人を災害から守り，安

心・安全な暮らしを確保するために，福祉避難所の拡充や，避難支援体制の確立に

向けた仕組みづくりを進めてきました。 

  ●主な取組事業例● 

 ・福祉避難所の適切な運営に向け「京都市福祉避難所移送対象者の選定及び受入調

整等に係るガイドライン」を策定（２６年度） 

  ・地下鉄烏丸線（烏丸御池駅，四条駅，京都駅）への可動式ホーム柵の設置 

（２６，２７年度） 

  ・双方向カメラを活用した聴覚障害者との筆談機能を有するＩＣ対応型多機能イン

ターホンを四条駅と京都駅の無人改札口に設置（２８年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

          
障害者福祉予算は年々増額。平成 2９年度は，平成１９年度の約 1.7 倍になっています。 

＊平成 29 年度に創設された子ども若者はぐくみ局への移管事業分を含めた額になります。 

 

384 

(単位：億円) 
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１ 第４期障害福祉計画の取組状況 
 

（１）計画の概要 

  「障害者総合支援法」に基づき，国の基本指針や本市の実情等を踏まえたうえで「成

果目標」を設定するとともに，目標を達成するため，障害者福祉サービス等の必要な

見込み量及びその確保のための方策を定めるものです。 

（２）進捗状況 

○ 施設入所者の地域生活への移行   
 

（注 1）平成 26 年度から平成 29 年度末までの間に入所施設から地域生活へ移行する人数 

（注 2）平成 26 年度から平成 28 年度末までの間に入所施設から地域生活へ移行した人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区 分 人 数 

29 年度末時点の目標（注 1）ａ ８０人以上 

28 年度末時点の実績（注 2）ｂ １４人 

 進捗率（ｂ／ａ） １７．５％ 

２ 

 現在，超長期に亘る施設入所により，地域での生活拠点を失い，地域生活への意欲

を著しく低下した人たちが少なくない現状がある。こういった場合には，成果目標あ

りきの数字合わせのための地域移行であってはならず，一人一人の自己決定を尊重し，

高齢化した家族に負担をかけることなく，円滑に地域移行を進める必要がある。 

 このことから，「第５期障害福祉計画」においては，実情を踏まえた地域移行を推進

できる数値目標を掲げることとするが，合わせて，地域生活の環境づくり，支援サー

ビス充実と連携した当事者の意欲向上と生活スキル向上への取組の充実にも，積極的

に取り組んでいくものとする。 



11 

 

○ 入院中の精神障害者の地域生活への移行 

① ６月に入院した患者の入院３箇月時点の退院率 

② ６月に入院した患者の入院後１年経過時点の退院率 

③ 平成２４年６月末時点の長期（１年以上）在院者数（２，２５０人）の 

 削減割合 

区 分 
①入院後３ヶ月

の平均退院率 

②入院後１年

の平均退院率 

③長期在院者数の 

削減割合 

29 年度時点の目標（注 1）ａ ６４％以上 ９１％以上  １４．５％（３２８人)以上 

28 年度時点の実績（注 2）ｂ ６５．０％ ９１．８％ ２０．６％（４６４人） 

 進捗率（ ｂ／ａ） １０１．６％ １００．９％ １４１．５％ 

（注 1）目標①及び②は，平成 29年 6 月に入院した患者の退院率 

目標③は平成 29年 6月末における削減割合 

（注 2）実績①及び②は，平成 27年 6 月に入院した患者の退院率（平成 29年 6 月に公表

された京都府の調査による最新数値） 

実績③は平成 28 年 6 月末における削減割合（国が実施している精神保健福祉資

料（630調査）による最新数値） 

○ 障害福祉サービス事業所等から一般就労への移行 

区 分 人 数 

29 年度中の目標  １６３人以上 

28 年度の目標（注 1）ａ １５０人以上 

28 年度の実績（注 2）ｂ １６２人 

 進捗率（ｂ／ａ） １０８．０％ 

 （注 1）平成 28年度中に障害福祉サービス事業所等から一般就労へ移行する人数 

 （注 2）平成 28年度中に障害福祉サービス事業所等から一般就労へ移行した人数 

 

 

○ 障害者の地域生活の支援 

区 分 取組状況 

29 年度末時点の目標（注 1） １箇所以上の整備 

28 年度末時点の状況（注 2） １箇所整備 

 （注 1）目標は，平成 29年度末まで整備する障害者地域生活支援拠点の数 

 （注 2）実績は，平成 28年度末現在の実施状況 
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第 3章 障害者生活状況調査の結果 

 

１ 障害者生活状況調査の概要 
 

本市では，本計画を策定するにあたり，障害のある人の状況やニーズを的確に把握す

ることを目的として，アンケート調査を実施しました。 

 

（１）調査実施期間 

○基 準 日：平成 28年 11 月1 日 

○調査実施期間：平成 28 年 11 月 2 日から 11 月 30 日まで 

 

（２）調査対象者及び抽出方法 

○身体・知的障害のある人への調査 

平成 28 年 11 月１日現在，市内に住所を有し，身体障害者手帳又は療育手帳の交付

を受けている人の中から無作為抽出し，郵送により実施しました。 

 

・A調査：身体障害のある人（18歳以上） 540人回答／1,000人配布〔回収率54.0％〕 

・B 調査：身体障害のある人（18 歳未満） 442人回答／800人配布〔回収率 55.3％〕 

・C調査：知的障害のある人（18歳以上） 495人回答／1,000人配布〔回収率49.5％〕 

・D 調査：知的障害のある人（18 歳未満） 408人回答／800人配布〔回収率 51.0％〕 

 

○精神障害のある人への調査 

平成 28 年 11 月 1 日現在，京都市内に住所を有し，認知症疾患及び知的障害を除

く精神障害全疾患（てんかんを含む。）に該当する人のうち，次の要件を満たす入院患

者・精神科病院の専門職・通院患者・入院及び通院患者の家族を対象に，医療機関の協

力を得て実施しました。 

 

・E 調査：市内に住所を有し，精神障害全疾患に該当し，市内及び隣接地域の精神科病

床に入院している人で精神障害者保健福祉手帳の取得者又は同手帳 1～3 級程度に

該当する人 114 人回答／340 人配布〔回収率33.5％〕 

・Ｆ調査：精神障害のある患者が入院する病院の専門職（Ｅ調査の対象者の状況をよく

知る医療従事者） 195人回答／340人配布〔回収率 57.4％〕 

・G 調査：市内に住所を有し，精神障害全疾患に該当し，市内及び隣接地域の精神科・

１ 
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神経科を標榜する医療機関において通院医療を受けている人で精神障害者保健福祉

手帳の取得者 101 人回答／68０人配布〔回収率 14.9％〕 

・H 調査：精神障害のある患者の家族  

（Ｅ及びＧ調査の対象者の家族）63人回答／870 人配布［回収率 7.2％〕 

 

この他，参考調査として，発達障害がある人を対象とした調査（Ｉ調査）及び高次脳

機能障害がある人を対象とした調査（Ｊ調査），難病がある人を対象とした調査（Ｋ調

査）を，障害者団体の協力を得て会員を対象に実施しました。 

 

１ 調査結果からの主な課題 
 

この項目において， 

 

〔Ａ調査〕身体障害のある人（18歳以上） ⇒身体障害者 

〔Ｂ調査〕身体障害のある人（18歳未満） ⇒身体障害児 

〔Ｃ調査〕知的障害のある人（18歳以上） ⇒知的障害者 

〔Ｄ調査〕知的障害のある人（18歳未満） ⇒知的障害児 

〔Ｅ調査〕精神障害のある入院患者 ⇒精神障害者（入院） 

〔Ｆ調査〕精神障害のある患者が入院する病院の専門職 ⇒精神障害者（専門職） 

〔Ｇ調査〕精神障害のある通院患者 ⇒精神障害者（通院） 

〔Ｈ調査〕精神障害のある患者の家族 ⇒精神障害者（家族） 

〔Ｉ調査〕発達障害のある人 ⇒発達障害者 

〔Ｊ調査〕高次脳機能障害のある人⇒高次脳機能障害者 

〔Ｋ調査〕難病のある人 ⇒難病患者 

 

と表記しています。 

  

２ 
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（１）障害の重複化により，変化するニーズへの対応が求められる 

 

○いずれの障害でも主な介助者の高齢化が顕著となっており，支援のニーズ（権利擁護

支援など）の変化への対応が求められていました。 

○また，併せて，24.7％の人が，複数の障害を併せもつ「重複障害者」であり，より多

様化するニーズに対して,専門的な対応が必要となります。 

 

■対象者の年齢（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.2
0.2
2.6
3.9

7.6
16.3

69.1
0.2

0 20 40 60 80

０・１歳

２歳

３歳

４歳

５歳

６～11歳

12～14歳

15～17歳

18・19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

不明・無回答

Ａ 身体障害者

4.9 
2.3 
5.0 
6.6 

4.1 
32.1 

22.0 
20.8 

1.6 

0.7 

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

Ｂ 身体障害児

4.4 
22.8 
22.0 
21.2 

12.5 
7.9 

5.1 
4.0 

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

Ｃ 知的障害者

0.2 
0.5 

5.9 
7.8 
7.1 

43.5 
17.6 

14.9 
2.0 

0.5 

0 20 40 60 80

０・１歳

２歳

３歳

４歳

５歳

６～11歳

12～14歳

15～17歳

18・19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

不明・無回答

Ｄ 知的障害児

0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.9 

4.4 
14.9 

24.6 
28.9 

21.9 
4.4 

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

Ｅ 精神障害者（入院）

0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 

5.0 
13.9 

35.6 
20.8 

17.8 
5.0 

2.0 

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

Ｇ 精神障害者（通院）

0.0 
0.0 
0.9 
0.0 
1.7 

15.7 
13.9 

8.7 
6.1 

30.4 
12.2 

8.7 
1.7 

0.0 
0.0 
0.0 

0 20 40 60 80

０・１歳

２歳

３歳

４歳

５歳

６～11歳

12～14歳

15～17歳

18・19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

不明・無回答

Ｉ 発達障害者

0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
2.0 

0.0 
0.0 
0.0 
0.0 

4.0 
22.0 

28.0 
24.0 

18.0 
2.0 

0.0 

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

Ｊ 高次脳機能障害者

0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 

3.4 
3.4 

10.3 
13.8 

36.2 
32.8 

0.0 

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

Ｋ 難病患者
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■主な介護者の年齢（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.0 

0.7 

2.2 

6.5 

13.7 

25.2 

46.0 

5.8 

0 20 40 60

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

不明・無回答

Ａ 身体障害者

2.4 

3.4 

28.2 

46.7 

8.9 

1.0 

0.0 

9.3 

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

Ｂ 身体障害児

0.0 

0.0 

1.0 

8.7 

24.8 

28.2 

20.9 

16.5 

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

Ｃ 知的障害者

0.0 

2.8 

33.5 

45.6 

3.7 

0.0 

0.5 

14.0 

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

Ｄ 知的障害児

0.0 

1.2 

6.0 

27.4 

35.7 

15.5 

6.0 

8.3 

0 20 40 60

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

不明・無回答

Ｉ 発達障害者

0.0 

9.1 

9.1 

4.5 

22.7 

31.8 

18.2 

4.5 

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

Ｊ 高次脳機能障害者

0.0 

0.0 

11.1 

0.0 

16.7 

22.2 

44.4 

5.6 

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

Ｋ 難病患者
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（２）サービスの利用動向を踏まえ，提供体制，量の確保が求められる 

 

○サービスの利用は，ホームヘルプサービス，短期入所（ショートステイ）などで「将

来，必要になった時に利用したい」，「現在利用している又は利用したことがある」の

比率が年々高まっており，「第５期障害福祉計画」においても，必要なサービス量が

確実に確保されるよう，効果的な計画の策定が必要です。 

 

■ホームヘルプサービス（居宅介護・重度訪問介護）の利用（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■短期入所（ショートステイ）の利用（単位：％） 

 

 

 

 

 

  

19.4 

17.2 

16.8 

2.9 

22.8 

16.5 

22.0 

5.2 

12.4 

21.0 

18.0 

11.3 

15.8 

26.1 

14.0 

27.6 

0.6 

1.1 

0.4 

2.0 

2.2 

4.8 

2.6 

4.9 

4.0 

2.6 

2.0 

50.9 

50.9 

40.0 

72.3 

45.5 

48.7 

46.0 

60.3 

14.4 

5.0 

22.2 

8.6 

9.9 

6.1 

16.0 

6.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ａ 身体障害者

Ｂ 身体障害児

Ｃ 知的障害者

Ｄ 知的障害児

Ｇ 精神障害者（通院）

Ｉ 発達障害者

Ｊ 高次脳機能障害者

Ｋ 難病患者

現在,利用している又は利用したことがある 将来必要になったときに利用したい

利用を希望したが,利用できなかった 制度を知らなかったので,利用したことがない

必要がないので利用したことがない 不明・無回答

10.2 

11.3 

20.0 

2.7 

5.0 

21.7 

12.0 

3.4 

11.7 

24.7 

14.3 

17.6 

14.9 

26.1 

16.0 

22.4 

0.2 

2.3 

0.6 

1.0 

1.7 

2.0 

2.8 

3.6 

1.8 

4.2 

9.9 

4.3 

2.0 

50.9 

52.0 

39.8 

65.0 

56.4 

39.1 

48.0 

63.8 

24.3 

6.1 

23.4 

9.6 

13.9 

7.0 

20.0 

10.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ａ 身体障害者

Ｂ 身体障害児

Ｃ 知的障害者

Ｄ 知的障害児

Ｇ 精神障害者（通院）

Ｉ 発達障害者

Ｊ 高次脳機能障害者

Ｋ 難病患者

現在,利用している又は利用したことがある 将来必要になったときに利用したい

利用を希望したが,利用できなかった 制度を知らなかったので,利用したことがない

必要がないので利用したことがない 不明・無回答
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48.4 

21.5 

20.9 

19.3 

8.7 

0 20 40 60 80

道路や駅に階段や段

差が多い

道路に自転車などの

障害物が多い

車などに危険を感じる

利用する建物の設備

（トイレ・エレベーター

など）が不備

利用できる交通機関

が少ない

Ａ 身体障害者

43.4 

38.9 

32.1 

17.4 

12.7 

0 20 40 60 80

道路や駅に階段や段

差が多い

利用する建物の設備

（トイレ・エレベーター

など）が不備

車などに危険を感じる

道路に自転車などの

障害物が多い

利用できる交通機関

が少ない

Ｂ 身体障害児

21.6 

16.8 

16.8 

12.5 

11.1 

0 20 40 60 80

電車の遅れや急な停

止、その他通常以外

の事態が起こったと…

道路や駅に階段や段

差が多い

車などに危険を感じる

駅や道路の案内や表

示がわかりにくい

利用できる交通機関

が少ない

Ｃ 知的障害者

39.5 

30.4 

9.6 

8.8 

8.1 

0 20 40 60 80

車などに危険を感じる

電車の遅れや急な停

止、その他通常以外

の事態が起こったと…

駅や道路の案内や表

示がわかりにくい

利用できる交通機関

が少ない

道路や駅に階段や段

差が多い

Ｄ 知的障害児

48.7 

24.3 

20.0 

10.4 

7.8 

0 20 40 60 80

電車の遅れや急な停

止、その他通常以外

の事態が起こったと…

介助者（ガイドヘル

パーなどを含む）が不

足している

車などに危険を感じる

駅や道路の案内や表

示がわかりにくい

利用できる交通機関

が少ない

Ｉ 発達障害者

32.0 

28.0 

28.0 

24.0 

20.0 

0 20 40 60 80

道路や駅に階段や段

差が多い

利用できる交通機関

が少ない

車などに危険を感じる

利用する建物の設備

（トイレ・エレベーター

など）が不備

道路に自転車などの

障害物が多い

Ｊ 高次脳機能障害者

65.5 

37.9 

37.9 

36.2 

15.5 

0 20 40 60 80

道路や駅に階段や段

差が多い

車などに危険を感じる

道路に自転車などの

障害物が多い

利用する建物の設備

（トイレ・エレベーター

など）が不備

利用できる交通機関

が少ない

Ｋ 難病患者

電車の遅れや急な停止、そ

の他通常以外の事態が起

こったときに、強い不安を感じ

たりパニックになったりする

電車の遅れや急な停止、そ

の他通常以外の事態が起

こったときに、強い不安を感じ

たりパニックになったりする

電車の遅れや急な停止、そ

の他通常以外の事態が起

こったときに、強い不安を感じ

たりパニックになったりする

（３）バリアフリー化や外出に関する支援は進展するも，ニーズの増大が予想される 

 

○外出の際の問題点として，道路の段差や障害物，設備等に関する回答は前回調査と同

様高くなっています。本市でもバリアフリー社会の実現を図ってきましたが，今後も

ニーズは増大・多様化することが予想されます。 

 

■外出の際の問題点（複数回答）（単位：％） 
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（４）職場定着支援や，多様な就労の場の拡充が必要 

 

○就職後も障害のある人が長く仕事を続けられるための支援を希望する方が，どの障害

種別においても2割を超えています。全ての障害種別に共通する職場定着支援を推進

するとともに，引き続き，障害特性を踏まえた多様な就労の場を拡充していくことが

求められます。 

 

■障害のある人の雇用・就業に関して必要なこと（「就職後も障害のある人が長く仕事

を続けられるための支援」と回答した割合，複数回答設問）（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）女性障害者への専門的支援の必要性 

 

○「就労している（就労していた）」と回答した男女の割合が，身体障害者や高次脳機

能障害のある人で，女性は男性の5割，発達障害のある人で，女性は男性の6割とな

っています。今後，女性障害者へのサービス提供には複合的な困難に対する専門的な

対応が求められます。 

 

  

20.0 

26.3 26.7 

30.9 

34.7 
36.2 

0

10

20

30

40

Ａ 身体障害者Ｃ 知的障害者Ｇ 精神障害者

（通院）

Ｉ 発達障害者Ｊ 高次脳機能

障害者

Ｋ 難病患者

「就職後も障害のある人が長く仕事を続けられるための支援」と回答した割合
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（６）７割以上が社会参加せず，より一層の促進が求められる 

 

○スポーツや文化活動等の社会参加の状況において「参加していない」が，発達障害の

ある人，難病患者を除いて7割を超えています。一方で，現在，社会的活動に参加し

ていない人の今後の参加意向については，精神障害者（通院），発達障害のある人，

難病患者で5割を超えており，より一層，地域活動の場の確保等，社会参加の促進を

図る必要があります。 

 

■スポーツや文化活動への参加状況（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■スポーツや文化活動への参加希望（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

13.9 

18.0 

20.8 

45.2 

16.0 

50.0 

80.2 

77.2 

75.2 

53.0 

80.0 

46.6 

5.9 

4.8 

4.0 

1.7 

4.0 

3.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ａ 身体障害者

Ｃ 知的障害者

Ｇ 精神障害者（通院）

Ｉ 発達障害者

Ｊ 高次脳機能障害者

Ｋ 難病患者

参加している 参加していない 不明・無回答

22.9 

28.3 

53.9 

57.4 

42.5 

55.6 

71.4 

64.4 

42.1 

39.3 

57.5 

40.7 

5.8 

7.3 

3.9 

3.3 

3.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ａ 身体障害者

Ｃ 知的障害者

Ｇ 精神障害者（通院）

Ｉ 発達障害者

Ｊ 高次脳機能障害者

Ｋ 難病患者

参加してみたい 参加したくない 無回答
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（７）災害時の不安の解消に向けて地域との関係構築が求められる 

 

○「災害時」の不安については，すべての障害種別で「自分で避難できない」，「初期消

火ができない」，「医療器具の使用や服薬ができなくなる」の回答割合が高く，発達障

害のある人では「少しの時間でも避難所で過ごすことができない」の回答割合が最も

高くなっています。 

○これら「避難所への誘導」，「初期消火」，「避難所での生活」への不安を解消するため

は，日頃から地域との関係構築，つながりをコーディネートしていく役割と機能が求

められます。 

 

■災害に巻き込まれたときの不安（複数回答）（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

36.1 

21.9 

33.0 

14.3 

10.0 

5.7 

13.0 

12.8 

0 20 40 60 80

自分で避難ができな

い

初期消火ができない

医療器具の使用や服

薬ができなくなる

少しの時間でも避難

所で過ごすことが…

地震などの情報を得

にくい

その他

特にない

不明・無回答

Ａ 身体障害者

62.0 

21.5 

37.3 

18.6 

13.3 

8.4 

5.2 

5.7 

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

7

8

Ｂ 身体障害児

31.9 

38.6 

12.1 

17.8 

17.2 

5.5 

14.1 

11.9 

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

7

8

Ｃ 知的障害者

60.5 

40.4 

8.6 

27.5 

13.5 

9.3 

7.8 

2.7 

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

7

8

Ｄ 知的障害児

13.9 

34.7 

44.6 

26.7 

14.9 

15.8 

4.0 

6.9 

0 20 40 60 80

自分で避難ができな

い

初期消火ができない

医療器具の使用や服

薬ができなくなる

少しの時間でも避難

所で過ごすことが…

地震などの情報を得

にくい

その他

特にない

不明・無回答

Ｇ 精神障害者（通院）

36.5 

30.4 

13.0 

40.9 

12.2 

17.4 

7.8 

7.0 

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

7

8

Ｉ 発達障害者

32.0 

40.0 

28.0 

14.0 

18.0 

4.0 

14.0 

8.0 

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

7

8

Ｊ 高次脳機能障害者

24.1 

15.5 

46.6 

17.2 

17.2 

17.2 

12.1 

3.4 

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

7

8

Ｋ 難病患者

少しの時間でも避難所で

過ごすことができない

少しの時間でも避難所で

過ごすことができない
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（８）障害のある人の地域生活を支援していくための取組が求められる 

 

○「グループホームや一人暮らしなどを体験する機会」が，知的障害者では17.6％，知

的障害児では18.9％，発達障害のある人では25.2％となっており，「障害のある人

に配慮した住まい（公営住宅等）がほしい」が，身体障害者では13.0％，身体障害児

では15.6％，知的障害者では16.0％，知的障害児では20.3％，精神障害者（通院）

では17.8％となっています。 

○入所施設や精神科病院から地域生活への移行・定着を促進するとともに，障害のある

人の地域生活を支援していくための取組が重要な課題であるといえます。 

 

■福祉施策への要望（「グループホームや一人暮らしなどを体験する機会がほしい」と

回答した割合，複数回答設問）（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■福祉施策への要望（「障害のある人に配慮した住まい（公営住宅等）がほしい」と回

答した割合，複数回答設問）（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.4 

7.7 

17.6 
18.9 

5.9 

0

10

20

30

Ａ 身体障害者 Ｂ 身体障害児 Ｃ 知的障害者 Ｄ 知的障害児 Ｇ 精神障害者

（通院）

「グループホームや一人暮らしなどを体験する機会がほしい」と回答した割合

13.0 
15.6 16.0 

20.3 
17.8 

0

10

20

30

Ａ 身体障害者 Ｂ 身体障害児 Ｃ 知的障害者 Ｄ 知的障害児 Ｇ 精神障害者

（通院）

「障害のある人に配慮した住まい（公営住宅等）がほしい」と回答した割合



22 

 

第４章 計画の基本方針等 

 

 

５ つ の 施 策 目 標 

１ お互いに認め合い支え合って暮らすまちづくり 

２ 地域で自立して生活できる仕組みづくり 

３ 安心して生活できる社会環境の整備 

４ 生きがいや働きがいをもてるまちづくり 

５ 障害や疾病等で支援が必要な子どもに対する福祉と教育の充実 

 

 

施策目標ごとの施策体系 

施策目標１ 啓発，相談支援，意思疎通支援・情報保障，手話 

施策目標２ 福祉サービス，住まい・暮らし，地域交流 

施策目標３ 
健康・医療，こころの健康，難病支援，ユニバーサルデザイン， 

災害対策，権利擁護 

施策目標４ 社会参加，文化・スポーツ，就労 

施策目標５ 

早期発見・早期支援，特性や状況に応じた支援の提供， 

相談・支援・連携体制の強化，一人一人のニーズに応じた教育の

推進 

 

 

 

 
障害のあるひともないひとも，すべてのひとが違いを認め合い， 
                         支え合うまちづくりを推進する 

基本方針 
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第５章 共生社会実現に向けた具体的施策 

 

１ 重点目標 
 
    各施策目標を横断し，全てを貫く重要な視点として，重点目標を設定します。 

（１）重点目標１ 

「重複障害」や「はざま＊」への適切な対応など，複合的支援を充実します 

 保健福祉センター，障害福祉サービス事業所等への専門的観点からのバックア

ップやサポートの体制整備と，関係機関との総合的支援ネットワークの構築に取

り組むことにより，「重複障害」や「はざま＊」，「重度障害」への適切な対応，児童

虐待の背景にある保護者や児童の課題等，複合的支援の充実を図ってまいります。 

（２）重点目標２ 

障害のある女性など複合的に困難な状況に置かれている人の権利を擁護するた

め，複合差別解消の視点をもって施策を推進します 

 複合差別の視点から，障害者の権利に関する条約第６条にも「障害のある女性」

が掲げられており，障害のある女性など複合的に困難な状況におかれている人の

状況を把握し，既存の取組においても，複合差別解消の視点をもって点検のうえ，

男女共同参画に係る関係機関等とも連携しながら必要な取組を進めていきます。 

（３）重点目標３ 

地域移行に向けて，また，障害のある人がすべて地域で安心して自分らしく生活でき

るよう，地域での理解促進など，市民みんなで支え合う体制の整備を推進します 

 障害のある人が，どこでどのように暮らすかを選択するために必要な情報の提

供や，地域で安心して暮らすための福祉サービスの充実，相談支援体制の更なる充

実など，地域生活への移行に必要な総合的な支援を推進します。 

（４）重点目標４ 

特性や状況に応じて，すべての子どもたちが身近な地域で適切な福祉施策や教育

を受けられるよう，切れ目のない相談や支援を充実します 

 早期発見・早期支援を基本に，特性や状況に応じて，すべての子どもたちが身近

な地域で適切な福祉施策や教育を受けられるよう，相談・支援・連携体制の充実・

強化を図ります。 

＊３障害（身体，知的，精神）の施策のはざま（高次脳機能障害，発達障害等）や，ライフ

ステージの変化の際の施策のはざま（障害児施策から障害者施策への切れ目のない移行

等）  

１ 
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１  ５つの施策目標と具体的施策 
 

＊施設・設備，サービス，情報，制度等の利用しやすさのこと 

２ 

施策目標１ お互いに認め合い支え合って暮らすまちづくり 

＜現状と方向性＞ 

○ すべての人の命は平等でかけがえのないものであるという理念の下，障害

のある人もない人も共に同じように社会で生活していく共生社会の実現に

向け，すべての市民が障害や障害のある人への正しい理解と認識を深め，お

互いに人権を尊重し合う市民意識の高揚を図る取組が重要です。 

 「障害者生活状況調査」においても，「社会が，障害のある人に理解と関心

をもってほしい」，「精神障害，てんかんや発達障害に対する理解を深める活

動を進めてほしい」と回答した割合が高くなっており，障害への理解・啓発

への取組の更なる充実が求められています。 

 

○ また，「障害者差別解消法」の認知度について，「障害者生活状況調査」に

よると，「障害者差別解消法」を知らないと回答した割合が高く，身体障害

者，知的障害者，高次脳機能障害では「内容まで知っている」の回答割合が

２割以下と障害者差別解消法の認知度は高いとはいえない状況です。このた

め「障害者差別解消法」の認知度を高める取組を進めるとともに，差別の解

消に向けた広報・啓発活動を継続実施し，障害のある人の権利利益を侵害す

ることのないよう，あらゆる場面で，社会的障壁を取り除くための取組を進

めます。 

 

○ 合わせて，社会のあらゆる場面におけるアクセシビリティ＊の向上を推進

する観点から，積極的な広報・啓発活動に努めるとともに，企業・市民団体

等の取組を支援します。 

  

○ 障害のある人が地域社会の中で自立して暮らすために必要とするサービ

スや支援に的確につなげるため，引き続き，相談支援の更なる充実を図ると

ともに，施策のはざまにある人への相談支援の強化に努めていきます。 

 

○ 誰もが必要な情報が的確に入手できるよう，わかりやすい情報発信を行う

とともに，点訳化や音訳化など障害の特性に配慮した情報の提供や，必要な

情報を得るための方法の選択肢の拡大に努めます。 
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１ 市民等に対する啓発・広報活動の推進 

 「社会モデル」による障害者の定義や，「合理的配慮」の必要性などをはじ

め，障害や障害のある人への正しい理解と認識を深め，障害のある人もない人

も，お互いの人格と個性を尊重し合う共生社会の実現を目指します。 

 

２ 障害福祉を支える担い手等に対する啓発の推進 

  障害福祉サービスの提供事業者等に対して，障害理解や権利擁護について

の啓発を目的とし，全市向け・圏域ごとの研修を実施するほか，企業等に対

して，障害のある人の雇用の促進に向け，京都府や京都労働局と協力し，啓

発活動に取り組みます。 

  また，企業や団体，公的機関等に対しても，１と同様に障害や障害のある人

への正しい理解と認識を深めるための啓発に取り組みます。 

 

３ 障害を理由とする差別の解消に向けた取組の推進 

 身体障害者，知的障害者，精神障害者の方だけでなく，難病患者等も含め，

障害や社会的障壁によって，日常生活や社会生活に相当な制限を受け，生きづ

らさを抱えるすべての方を対象として，あらゆる差別の解消に向けた取組を

積極的に展開していきます。 

 

啓 発 

○ 本市では，平成２８年３月，「京都市手話言語がつなぐ心豊かな共生社会

を目指す条例」を制定しました。この条例では，｢手話とは，音声ではなく

手や指，体などの動きや顔の表情を使う独自の語彙や文法体系を持つ言語

である。｣とし，基本理念には，手話が言語であること及びろう者をはじめ，

中途失聴者，難聴者その他の手話を必要とする人が，より豊かな生活や人

間関係を築くため手話によりコミュニケーションを円滑に図る権利を有

し，すべての人が相互に人格と個性を尊重することを掲げています。 

  また，本市の責務として，「手話を必要とする人が，安心して生活し，又

は滞在することができるよう，必要な配慮を行い，手話に関する施策を総

合的かつ計画的に実施しなければならない。」と定めています。 

 この手話言語条例の基本理念に基づき，手話に対する理解促進及び手話

の普及等を推進することにより，すべての人がお互いを尊重し合いながら

共生することのできる社会の実現を目指します。 
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４ 相談支援体制の充実 

  障害のある人の様々な相談ニーズに応じ，円滑かつ適切な福祉サービスの

利用につながるよう，地域の身近な窓口である保健福祉センター，障害者地域

生活支援センターにおいて，障害のある人本人の意思を尊重したきめ細かな

相談支援の提供に努めるとともに，計画相談支援を提供する事業所の設置促

進と相談支援従事者に対する研修の実施等による質の向上を図り，相談機能

を充実させていきます。 

  複合的な課題等，一つの施策や制度，機関だけで対応することが困難なもの

へ効果的な支援が行えるよう，「障害者地域自立支援協議会」においてネット

ワークを構築し，相互の連携と情報提供による相談支援を行う体制を整備し

ます。 

  また，ピアカウンセラーである障害者相談員や発達相談員の相談支援によ

り，相談支援の活動の充実を図ります。 

 

５ 専門相談機能の充実 

 地域リハビリテーション推進センター，こころの健康増進センター，発達障

害者支援センターかがやきなどの専門相談機関がその機能を最大限発揮し，

ニーズに応じた相談支援を行います。 

 また，地域リハビリテーション推進センター，こころの健康増進センター，

児童福祉センターの３施設が一体化し連携することで，保健福祉センターへ

の専門的観点からのバックアップや障害福祉サービス事業所等に対する地域

の支援力向上のサポート等を行い，より専門的な相談支援の充実を図ります。 

 

６ 切れ目のない支援の提供 

  ３施設が一体化した新施設が，保健福祉センター等へ専門的観点からのバ

ックアップやサポートを行うなど，連携を強化することで，障害のある人やそ

の家族等のニーズや課題に早期に気付いて必要な支援策につなぎ，地域や関

係機関とともに支える切れ目のない支援を行うとともに，子どもから大人へ

の移行だけでなく，６５歳到達後もニーズに応じた適切な対応を行います。 

  また，保健福祉センター及び障害者地域生活支援センターにおける相談対

応と合わせて，休日や夜間・早朝等の時間帯においても相談に応じられる体制

を整備することにより，２４時間・３６５日の切れ目のない相談支援の提供に

取り組むほか，「地域あんしん支援員」の活用等により，複合的に課題を抱え

る人への支援に取り組みます。 

相談支援 
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７ 意思疎通支援の充実 

 障害により情報の取得や伝達に困難を生じる人の生活の質の向上に向け，

要約筆記者等の意思疎通支援者の派遣や，意思疎通が困難な重度障害のある

人が入院した際のコミュニケーション支援の充実など，コミュニケーション

方法に応じた必要な支援を実施します。 

 また，誰もが必要な情報にアクセスできるよう，市民や企業等に対し，情報

発信や事業活動などを行う際に必要となる配慮事項について周知を図ります。 

 

８ 行政情報における合理的配慮の推進 

 必要な情報が必要な人に届くよう，わかりやすい広報を行うとともに，カラ

ーユニバーサルデザインへの配慮，点訳化や音訳化など，障害特性に配慮した

情報の提供や，情報利用のための手段についての選択肢の拡大に努めます。 

 

 

 

 

９ 手話に対する理解促進及び普及 

  ろう者をはじめとする当事者と関わりながら，手話の意義や役割への理解

を深めたり，手話に気軽に触れ，体験できる機会を児童生徒や市民に対し様々

な形で提供していきます。 

 

10 コミュニケーションの手段として手話を選択しやすい環境の整備 

   手話を必要とする人が可能な限り手話により意思の伝達を行い，コミュニ

ケーションを図ることができるよう，手話通訳者の養成や派遣，当事者が手

話を学ぶ機会の提供等の環境の整備を進めていきます。 

 

 

  

意思疎通支援・情報保障 

手 話 

話 
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施策目標２ 地域で自立して生活できる仕組みづくり 

＜現状と方向性＞ 

○ 障害のある人が，住み慣れた地域で自立して生活し，家族介護を前提とせ

ず暮らすためには，居宅介護や生活介護，短期入所など，必要とする福祉サ

ービスを十分に提供できる体制が必要です。 

  さらに，医療的ケアが必要な人や重症心身障害のある人，強度行動障害の

ある人等への十分な支援，本人やその家族の高齢化に伴い生じる様々なニ

ーズへの対応，緊急時の迅速かつ適切な支援など，きめ細かな対応に努める

必要があり，福祉，保健，医療，介護など分野を横断した支援が必要です。 
 

○ 障害保健福祉圏域ごとに設置している５つの地域協議会で把握され，京

都市自立支援協議会で集約した検討課題やニーズとしても，通所先への送

迎手段の確保，一人暮らしの場やグループホーム等の住まいの場の課題，医

療的ケアをはじめ専門的な援助技術が必要な人への支援体制の不足，総合

支援学校卒業生の進路先の確保，介護保険対象となった高齢障害者への支

援などが挙げられています。 

 

○ 「障害者生活状況調査」においても，ホームヘルプサービス，短期入所（シ

ョートステイ）が，「将来，必要になったときに利用したい」，「現在利用し

ている又は利用したことがある」の比率が年々高まっており，本市のこれら

のサービスの過去の実績を見ても，利用人数及び利用量ともに増加傾向で

推移しており，こうした利用動向を踏まえると，更なるサービスの利用が予

想されるため，必要なサービス量と質の確実な確保に努めることが重要で

す。 

 

○ また，自立支援医療に係る本市独自の負担軽減策を引き続き実施すると

ともに，「新京都方式」として実施してきた本市独自軽減策が国制度を上回

る部分については継続し，障害のある人のサービス利用を引き続き支援し

ていきます。 
 

○ 「障害者生活状況調査」において，「グループホームや一人暮らしなどを

体験する機会」や，「障害のある人に配慮した住まい（公営住宅等）がほし

い」の回答が高くなっており，障害のある人それぞれの多様なニーズに応

じた住まいの確保が必要です。入所施設や精神科病院からの地域生活への

移行を促進するとともに，親元からの一人暮らしを希望する障害のある人

の地域生活を支援していくためには，居住支援に加えて，地域の理解を促

進する取組が重要な課題であるといえます。 
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＊障害や疾病があっても，住みなれたところですこやかに安心して暮らすことができるよう，医

療・保健・福祉及び生活に関わるあらゆる人々や機関・組織がリハビリテーションの立場から協

力しあって行う活動のすべてをいいます。 

 

 

 

11 障害福祉サービス等の量等の充実 

   障害福祉サービス事業所等の安定的な運営や事業所職員の確保等のため，

国に対し，報酬水準の改善をはじめとする必要な措置を講ずるよう積極的に

働き掛ける等，担い手の確保に取り組みます。 

   また，医療的ケアが必要な人や重症心身障害児者，強度行動障害のある人

等への十分な支援体制が確保できるよう，京都府と連携して必要な援助技術

を有する従事者の育成に努めるとともに，サービス提供体制の拡充に取り組

む事業者への支援を行うほか，様々なニーズに対し，障害福祉サービス等の

施策の充実による対応に努めることにより，支援体制の充実を図ります。 

   

12 障害福祉サービス等の質の向上 

   医療的ケアが必要な人や重症心身障害児者，強度行動障害のある人等支援

の必要性の高い人をはじめ多様なニーズに応じたきめ細かなサービスが提供

されるよう，障害福祉サービス事業者や相談支援専門員の専門的な技術の向

上や更なる知識の習得に取り組むとともに，管理者等への研修機会を拡大し，

事業所が自主的に業務水準の向上に努めることができる環境づくりを推進し

ます。 

   また，支援困難な課題に対し，専門的な知見からの助言・指導を得て適正

に対応できるよう，障害者地域自立支援協議会の支援会議へアドバイザー派

遣を実施する等，質の高いサービス提供への支援を行います。 

 

福祉サービス 

話 

○ 障害のある人が安心して地域で暮らし続けるためには，福祉サービスの

充実や，住まいの確保等だけでなく，地域リハビリテーション＊の一層の推

進や，町内会等の身近な地域での交流など，地域住民との顔の見える関係

づくりも重要です。 

  「障害者生活状況調査」によると，災害時における不安として，すべて

の障害種別で，「自分で避難できない」，「初期消火ができない」という回答

割合が高くなっていますが，身近な地域で良好な人間関係を構築すること

ができることで，こうした不安の解消にもつながっていきます。 
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13 グループホーム等の設置促進 

   地域生活への移行や親元からの一人暮らしに向け，障害のある人が地域で

生活するための基盤となるグループホーム等の設置を促進するため，国等の

整備費補助の活用による開設費用の負担軽減や開設に当たり必要となる情

報の運営法人に対する提供を行うとともに，公的な既存施設の活用について

検討します。 

 

14 地域での住まいの確保と住環境整備 

   障害のある人が，住み慣れた地域で安心して生活できるよう，福祉用具等

の利用を促進したり，自宅の改修をはじめ，公営住宅だけでなく民間賃貸住

宅への入居を支援するための取組を推進します。 

 

15 地域生活へ移行する仕組みづくりと支援体制の充実 

   障害のある人の希望を尊重し，その家族の思いや理解促進に十分に配慮し

ながら，行政，民間，地域の連携による地域生活への移行の促進に向けた仕

組みを構築するとともに，地域移行支援と生活支援の提供体制の充実を図り

ます。 

 

16 住み慣れた地域での生活を支える支援体制の充実 

  障害のある人が住み慣れた地域で暮らし続けられるよう，地域全体で支え

る仕組みを作るために，「障害者地域自立支援協議会」において，支援関係機

関の連携を強化し，地域の支援の輪を広げるとともに，複合的な課題のある人

への重層的な支援を実施していくため，福祉・保健・医療・教育・労働等の各

分野の関係機関が連携・協働する支援体制の構築に取り組みます。 

  また，障害のある人の高齢化・重度化や「親亡き後」も見据えた地域生活支

援拠点の整備に当たっては，地域における複数の機関が分担して機能を担う

「面的整備型」を基本としつつ，共同生活援助や障害者支援施設等に地域で求

められる複数の機能を付加した多機能型事業の促進についても検討を進めま

す。 

  

住まい・暮らし 

話 
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＜第５期障害福祉計画＞ 

○施設入所者の地域生活への移行に係る本市の成果目標及び考え方 

項 目 成果目標及び考え方 

平成 32 年度末までの 

地域生活移行者数 

平成 28 年度末入所者（1,242 人）の 3.6％以上（45 人以上）を 

地域生活へ移行 

※施設入所者数については，平成 29年 8月の入所待機者数 148 人がおり，地域移行目標

として掲げる 45 人が地域移行したとしても，待機者の解消が困難な状況であることから，

目標設定しないこととします。 

 

○精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る本市の成果目標及び考え方 

項  目 成果目標及び考え方 

保健・医療・福祉関係者 

による協議の場の設置 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向け， 

既存の会議の見直し等により，協議の場を設置する。 

１ 年 以

上 長 期

入院 

患者数 

65 歳以上 
これまでの減少率（15.7％）に基づき，1,250 人以下と 

目標値を設定する。 

65 歳未満 
これまでの減少率（35.9％）に基づき，195 人以下と 

目標値を設定する。 

入院後3箇月時点の退院率 
国の目標値とほぼ同じ推移が見込まれるため 

国指針と同じ数値である 69％以上と目標値を設定する。 

入院後6箇月時点の退院率 
国の目標値とほぼ同じ推移が見込まれるため 

国指針と同じ数値である 84％以上と目標値を設定する。 

入院後 1年時点の退院率 
国の目標値とほぼ同じ推移が見込まれるため 

国指針と同じ数値である 90％以上と目標値を設定する。 

 

  

＜国の基本指針＞ 

○ 平成２８年度末時点の施設入所者数の９％以上が地域生活へ移行 

○ 平成３２年度末時点の施設入所者数を平成２８年度末の施設入所者数から２％以上 

  削減 

＜国の基本指針＞ 

○ 保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置 

○ 精神病床における１年以上長期入院患者数（６５歳以上，６５歳未満）を， 

  国が提示する推計式を用いて設定する。 

○ 入院後３箇月時点の退院率６９％以上 

○ 入院後６箇月時点の退院率８４％以上 

○ 入院後１年時点の退院率９０％以上 
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○障害者の地域生活支援拠点等の整備に係る本市の成果目標及び考え方 

項  目 成果目標及び考え方 

地域生活支援拠点等の整備 

本市においては，１箇所整備済みであるが，更なる充実

が必要であると考えており，地域生活支援拠点に求めら

れる 5つの機能を面的整備することで，地域生活支援拠

点の更なる整備を進める。 

 

 

 

 

 

17 地域とのつながりの構築 

   障害のある人が，住み慣れた地域で暮らすためには，日頃から地域での交

流を図るなど，顔の見える関係づくりが重要です。そのため，地域コミュニ

ティの活性化を推進し，将来にわたって，地域住民が支え合い，安心して快

適にくらすことができる地域コミュニティを実現することにより，障害のあ

る人と地域との連携を深め，障害のある人の地域交流への参加を進めます。 

   また，障害のある人が，地域の学校等を訪問し，児童・生徒との交流を図

り，障害や障害のある人への理解と認識を深める取組についても，引き続き

進めます。 

 

18 地域活動を支える担い手の育成 

  市民のボランティア活動への参加は，障害や障害のある人を正しく理解す

る貴重な機会であるとともに，障害のある人が，地域活動など様々な活動に参

加する機会を拡大するものであるため，引き続き，市民参加の福祉ボランティ

ア活動を進めます。 

  あわせて，障害のある市民を支援する人を対象にリハビリテーションに関

する知識，技術の向上に向けた研修や交流セミナーを実施するなど，地域リハ

ビリテーション推進の取組を進めます。 

 

19 市民交流の促進 

   障害のある人とない人が交流する機会を創出するとともに，障害者団体や

地域住民団体，福祉サービス事業者などが主体となって実施する交流事業を

積極的に支援していきます。  

地域交流 

話 

＜国の基本指針＞ 

○ 各市町村に少なくとも一つ整備  
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施策目標３ 安心して生活できる社会環境の整備 

＜現状と方向性＞ 

○ 障害のある人や難病患者が地域で安心して暮らしていくためには，必要な

医療やリハビリテーションが受けられ，気軽に医学上の相談ができる体制な

どを充実することが必要です。また，ストレスの多い現代社会におけるここ

ろの健康の保持増進など，様々な保健・医療が求められています。 

  障害の原因疾病の発生予防から，早期発見・早期支援，それぞれの障害特

性等に応じた適切な保健・医療サービスの確保に努め，あわせて，障害のあ

る人の健康づくりの推進に関する周知，啓発などに取り組むことが必要で

す。 

 

○ 「障害者生活状況調査」においては，精神障害者では，地域で生活してい

く上で必要なこととして，「具合が悪くなったら，いつでも診察してくれる病

院・診療所」の回答が高くなっており，夜間であっても相談対応ができ，治

療につなげられる精神科救急医療体制の更なる整備が求められています。 

 

○ 難病患者が地域で安心して療養しながら暮らしを続けていくことができ

るよう，難病患者に対する相談・支援，地域交流活動の促進及び就労支援等

に取り組み，難病患者等の療養上，日常生活上での悩みや不安の解消等を図

るとともに，難病患者等の持つ様々なニーズに対応し，医療機関をはじめと

する地域の関係機関と連携した支援対策を一層推進する必要があります。 

 

○ 「障害者生活状況調査」においては，身体障害児・者のうち，「外出の際の

問題点」として，「道路や駅に階段や段差が多い」と回答した人の比率は約

４割，「道路に自転車などの障害物が多い」と回答した人の比率は約２割で

あり，前回調査同様の高い比率を占めています。 

  知的障害児・者については，「電車の遅れや急な停止，その他通常以外の事

態が起こったときに，強い不安を感じたりパニックになったりする」と回答

した人の比率が２割を超えており，ハード面からのユニバーサルデザインの

取組を推進するのはもちろんのこと，障害のある人に声をかけて自発的にサ

ポートするなどの「こころのバリアフリー」も進めていく必要があります。 
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20 障害の要因となる疾病の早期発見・早期支援 

   障害の原因となる疾病の予防，二次障害，障害の重度化を防ぐため，乳幼

児健診をはじめとする各種検査・検診や予防接種を実施するほか，受診を勧

奨するなど，早期発見・早期治療と適切な支援につなげます。 

 

 

 

 

健康・医療 

話 

○ 実際に災害に巻き込まれた際に不安を感じることとしては，「障害のある

人に対応した避難所の設置がない」，「避難所で投薬や治療を受けることが

難しい」，「他の利用者に迷惑をかけてしまう」との回答割合が高く，障害

に配慮のある設備面での充実に加え，周囲に気をつかわず安心して過ごせ

る避難所の設置（福祉避難所の増設など）や，避難所における医療的な支

援の必要性が「障害者生活状況調査」の結果から明らかになっています。 

 大規模災害の発災直後に，行政が直接，救助活動を行うことは困難であ

り，災害が発生したとき，地域住民や障害福祉サービス事業者等による共

助の取組も必要です。そのため，平常時から地域での交流が図られ，災害

対応力を高めていくことが重要であり，京都の自治の伝統をいかした地域

の互助機能と連動した防災体制の強化が求められています。 

  また，災害時に一般避難所での生活が困難な災害弱者のため，二次避難

所として設置する「福祉避難所」について，協定を締結している施設との

連携を深め，災害に備えて円滑に開設・運営が行えるよう準備を進めてお

くことが必要です。 

 

○ 意思表示能力に障害のある人が，本人の意図しない状況に陥ったり，権

利が侵害されることのないよう，障害のある人が自らの考えに基づき選択，

意思決定することの重要性を認識し，必要な対応を実施するとともに，権

利利益の保護等のための事業・制度が適切に広く利用されることが重要で

す。 

  また，虐待は障害のある人の権利や尊厳を脅かすものであり，尊厳のあ

る安定した生活が送れるよう，障害者虐待の未然防止と，早期発見・早期

対応に取り組まなければなりません。 
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21 障害に対する適切な保健医療体制の充実 

   身体障害の原因となる疾病の治療，地域生活を維持するのに必要な保健医

療サービスなど，ライフステージや個々の身体状態に対応した体系的な保健

医療体制の充実に努めます。 

   障害のある人に対し，身体障害の原因となる疾病の治療を支援するため，

自立支援医療等各種の公費負担医療制度による支援を，引き続き行います。 

 

22 いきいきと生活できるための健康づくりの推進 

   こころの健康づくりやスポーツなどを通じ，生涯にわたる心身の健康づく

りを進めます。 

 

 

 

 

23 こころの病に対する理解の促進と正しい知識の普及啓発 

   誰もがなりうる可能性のあるうつ病などのこころの病について，こころの

ふれあいネットワークや講演会の開催等を通じて，正しい知識の普及啓発活

動を推進し，精神疾患に対する理解を深める取組を進めていきます。 

 

24 医療や相談支援体制の充実 

   精神疾患のある方が地域で安心して生活していくためには，夜間も含めた

救急時の医療の確保や適切な支援につながるような相談支援体制が必要で

す。引き続き，精神科救急医療体制の整備や保健福祉センターをはじめとし

た身近な相談支援体制の充実を図ります。 

   また，アルコール健康障害をはじめとする依存症についても，医療や相談

支援体制の充実を図ります。 

 

 

 

 

25 難病に対する理解促進 

   難病には様々な症状があること，症状に変動があることなど，一般的には

理解されにくい特性があるため，難病患者やその家族だけでなく，社会全体

の難病に対する理解を促進するため，専門の医師・看護師などによる相談会

や医療講演会の実施や患者間の交流の促進及び情報発信等の取組を進めて

いきます。 

こころの健康 

話 

難病支援 

話 
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26 難病患者への支援体制の構築 

   難病患者への相談・支援，地域交流活動の促進及び就労支援等を行う拠点

である難病相談支援センターについて，京都府と協調して共同設置すること

により，支援体制を構築します。 

 

27 難病患者への支援の充実 

   症状に波がある中，療養生活を送る難病患者に対し，保健福祉センターの

保健師等が家庭訪問等により支援するとともに，支援の対象となる難病の種

類の拡充に向けて，国に要望を行っていきます。 

 

 

 

28 ユニバーサルデザインに対する理解促進及び普及 

   障害のある人もない人もすべての人が，まちづくり，ものづくり，情報・

サービス提供などのあらゆる分野で，個人として尊重され，その能力を最大

限に発揮できる社会環境づくりを目指して，みやこユニバーサルデザインの

普及啓発を進めます。 

 

29 人にやさしいまちづくりの推進 

   京都に住む障害のある人もない人も，すべての人が暮らしやすいのはもち

ろんのこと，京都を訪れた人も快適に過ごせるまちづくりを推進するため，

ユニバーサルデザインの考え方を取り入れながら，公共交通機関，道路，公

園，建築物等のバリアフリー化を更に進めていきます。 

 

30 こころのバリアフリーの普及 

   道路や建物等のバリアフリー化を推進するとともに，積極的な声掛けや困

っている方への手助けの実施など，市民がお互いに理解し，助け合う「心の

バリアフリー」を普及していきます。 

 

 

 

31 地域における見守り活動の推進 

   障害のある人の地域での孤立を防ぐため，地域の福祉団体等の協力を得て，

平常時から障害のある人等に対する見守り活動を推進していくことを通じ

て，地域とのつながりを深め，緊急時においても円滑に安否確認等が行える

ように取組を進めていきます。 

ユニバーサルデザイン 

話 

災害対策 

話 
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32 コミュニケーション障害のある人への災害情報の確実な伝達 

   災害時においては，特に視覚障害や聴覚障害のある人に災害情報が伝わり

にくい実態があり，確実に情報が伝達できる仕組みを構築していきます。 

 

33 災害時における支援体制の充実 

   障害のある人等が，災害時に避難した先でできる限り安心して生活が送れ

るよう避難所や福祉避難所の設置･運営に関する準備を進めていきます。 

   また，災害時において，障害のある人への配慮等についての認識を深める

ため，障害のある人や支援団体等も参加する訓練等を実施します。 

 

 

 

 

34 障害を理由とする差別の解消に向けた取組の推進（再掲） 

 

35 障害者虐待防止の取組の浸透 

   障害者虐待の防止に向け，市民や障害福祉サービス事業者等に対して，虐

待に関する正しい知識の普及や通報義務等の広報・啓発，意識向上を促進す

る研修を実施し，虐待の未然防止や早期発見につなげるとともに，通報受付

後には，関係機関と連携を図り，迅速な安全確保や適切な支援などに取り組

んでいきます。 

 

36 成年後見制度の利用等の推進 

   意思決定支援ガイドラインの趣旨を踏まえ，障害のある人が，自らの考え

で選択し，自己決定するための支援を行うとともに，意思表示能力に障害が

あるために契約行為等が困難な方が，日常生活に支障が生じることのないよ

う，日常生活自立支援事業や，成年後見制度等の利用支援，市民後見人の養

成や法人後見事業を実施する団体への支援などに取り組んでいきます。 

 

 

  

権利擁護 

話 
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施策目標４ 生きがいや働きがいをもてるまちづくり 

＜現状と方向性＞ 

○ 障害のある人もない人も誰もが誇りをもって，いきいきと満足度の高い生

活を送るためには，地域の人々との協働やボランティア活動等により，住み

なれた地域社会の中で積極的に社会参加できる場や機会が得られ，幅広く交

流が図られることが大切です。 

 

○ 近年，文化芸術分野において障害のある人の作品に対する関心が高まって

おり，その個性を発揮し，文化芸術を生み出す力が評価されています。本市

においても，障害のある人の生活にうるおいを与えるものとして，また自己

表現の場として，文化芸術活動は欠かせないものであり，関係機関とも連携

して，芸術・文化活動を促進するとともに，発表の場の確保，創作活動の場

の提供，更には作品の二次利用による商品化等の取組を進めます。 

 

○ 障害のある人の体力の維持・向上や，機能回復と充実した生活を送るため，

スポーツの機会をもつことは大切なことであり，本市においても，これまで

から，障害のある人が気軽にスポーツを楽しめる機会や競技の場の確保に努

めてきました。 

  今後，２０２０東京オリンピック・パラリンピックの開催を契機として，

障害者スポーツへの関心が高まることが想定されることから，障害者スポー

ツに関する情報提供や，スポーツに親しむ機会の提供など障害者スポーツの

更なる振興に努めます。 

 

○ 就労は，経済的自立の大きな手段であるとともに，社会参加や生きがいを

もつという意義もあります。意欲と能力と適正，またライフステージに応じ，

関係機関が連携して障害のある人の一般企業等への就労（一般就労）を促進

していく必要があります。 

 障害のある人の就労支援については，国においても重要な取組となってお

り，平成３０年度から精神障害者の雇用が義務化され，障害者法定雇用率の

算定式に精神障害者を追加することと併せて，障害者の法定雇用率が引き上

げられるなど，更なる取組が求められています。  
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37 社会的活動への参加促進 

   自らの意思と選択によって，ライフステージのあらゆる場面で，それぞ

れの興味・関心に応じて，社会的活動に参加できるよう，障害のある人の社

会参加への意欲を高めるための啓発を行うとともに，社会参加を支援する取

組を進めます。 

 

38 社会的活動に参加しやすい環境の整備 

   障害のある人の行動範囲を広げ，社会参加を促進するため，市バス・地

下鉄やタクシー等の経済的な負担軽減や，障害のある人の居場所づくり

や，観光していただけるコースの紹介など，ハード面だけでなく，ソフト

面からも社会参加しやすい環境を整備します。 

 

39 障害者自身による主体的な社会活動の支援 

   障害のある人の自主的な活動を推進するため，同じ障害のある人の相談

に応じるピアカウンセリングなど，お互いに支え合うピアサポート活動等

を推進します。 

 

 

 

 

  

社会参加 

話 

○ 一般就労が困難な人にとって，福祉的就労は重要な「働く場」ですが，

相対的に工賃はまだ低い状況にあります。障害福祉サービス事業所におけ

るほっとはあと製品の品質の向上，生産力の向上，官民あげた発注の拡大

などによる福祉的就労の底上げを図ります。 

 

○ また，「障害者生活状況調査」において，「就労している（していた）」と

回答した男女の割合が，身体障害者や高次脳機能障害のある人で，女性は

男性の５割，発達障害のある人で，女性は男性の６割となっています。 

  今後，複合的に困難な状況におかれている女性障害者に対する一層の支

援が求められます。 
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40 文化芸術活動の振興 

   障害のある人が，文化芸術活動に参加できるよう，新たな創作活動の掘

り起こし，創作活動の場の提供，発表の場の確保，更には作品の二次利用

による商品化等，障害者芸術の活性化に取り組みます。 

 

41 障害者スポーツの振興 

   障害者スポーツに関する情報発信により，障害者スポーツに対する理解

の促進を図るとともに，より多くの障害のある人が，スポーツに親しむこ

とができるよう，裾野拡大と競技力向上の両面から障害者スポーツの振興

を進めます。 

 

42 支援する担い手の育成 

   障害のある人が文化芸術活動に参加する機会を提供するため，創作活動

等の場づくりを支援する担い手を育成するとともに，障害者スポーツの普

及に向け，障害者スポーツを指導できる人材の育成に努めます。 

 

 

 

 

43 一般就労の促進 

   京都市障害者就労支援推進会議を中心に，企業，労働，福祉，教育等の

各分野の関係機関及び団体等が連携して，障害のある人への就労支援を推進

するほか，障害のある人が一般企業等で継続的に就労できる力を養えるよ

う，職業能力の開発や職場実習をはじめとする一般就労へのステップアップ

の機会の確保等に取り組みます。総合支援学校においても．引き続き，学校

での学習と企業等での実習を結びつけた「デュアルシステム」や働くことの

基盤となる力である自己肯定感を育む「地域協働活動」など，関係団体や関

係機関と連携した様々な取組を推進します。 

   あわせて，障害福祉サービス事業所など，支援する担い手の「障害のあ

る人を支える力」の向上も図るとともに，伝統産業，農業，文化芸術などの

新たな分野への雇用促進に取り組みます。 

    

    

文化・スポーツ 

話 

就労 

話 



41 

 

44 定着支援の充実 

   障害のある人が就職し，職場に適応し定着するためには，就労に伴う環

境変化により生じた課題解決に向けた取組も重要です。そのため，それらの

課題に対応できるよう，企業，労働，福祉，教育等の各分野の関係機関及び

団体等とも連携し，必要な支援を行います。 

 

45 福祉的就労の底上げ 

   障害福祉サービス事業所におけるほっとはあと製品の品質の向上，生産

力の向上，官民あげた発注の拡大などによる利用者の工賃向上に取り組むな

ど，福祉的就労の底上げを図っていきます。 

 

＜第５期障害福祉計画＞ 

○障害福祉サービス事業所等から一般就労への移行に係る成果目標及び本市の考え方 

項  目 目 標 値 成果目標及び考え方 

一般就労への移行者数 
243 人以上 

(1.5 倍以上) 
これまでの実績に基づき，1.5 倍以上（243 人

以上）と目標を設定する。 

就労定着支援による 

職場定着率 80％以上 

国の目標値とほぼ同じ推移が見込まれるた

め，国指針と同じ数値である８０％以上と目

標値を設定する。 

※一般就労へ移行するには，「当事者の働く力」，「福祉事業者等の支える力」，｢企業の雇

用する力｣が三位一体となって発揮され移行していくものと考えており，「福祉施設から一

般就労への移行」の成果目標としては，「一般就労への移行者数」が全てを包含したもの

となっているため，「就労移行支援事業の利用者数」と「就労移行率３割以上の事業所

数」については，目標設定しないこととします。 

 

 

 

 

 

  

＜国の基本指針＞ 

○ 福祉施設から一般就労への移行者を平成２８年度実績の１.５倍以上 

○ 就労移行支援事業の利用者を平成２８年度実績の２割以上増 

○ 就労移行率３割以上の事業所を全体の５割以上に 

○ 就労定着支援による支援開始から１年後の職場定着率を８０％以上 
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施策目標５ 障害や疾病等で支援が必要な子どもに対する福祉と教育の充実 

＜現状と方向性＞ 

○ 発達障害に関する社会的認知の広がりにより，これまで障害がある

と思われていなかった人やことばの遅れ等を心配する保護者からの

相談が増えてきており，身近な地域で必要な支援を受ける体制づくり

が求められています。 

  また，発達の遅れや特性に対する早期発見・早期支援を行うために，

健診，検査，療育，診断等それぞれの役割を担う関係機関の更なる連

携が必要です。 

   

○ 重度の肢体不自由と知的障害が重複した状態にある子ども（以下

「重症心身障害児」という。）や喀痰吸引等の医療的ケアが必要な子ど

も（以下「医療的ケア児」という。）が安心して適切なサービスが受け

られるよう，重症心身障害児を受け入れる放課後等デイサービスや児

童発達支援の設置促進はもとより，福祉・保健・医療・教育等の関係

者が連携し，医療的ケア児を必要なサービス利用に繋げていく支援の

仕組みづくりが必要です。 

 

○ 本市の子育て支援施策の総合的な計画である「京都市未来こどもは

ぐくみプラン」に掲げる施策を着実に推進することはもちろん，両プ

ランが連携して取組を推進していく必要があります。 

 

○ 障害のある子どももない子どもも共に集団生活の中で社会への適

応能力を身につけることが大切です。 

  住みなれた地域で安心して暮らしていくためには，身近な地域で，

必要な時に，子どもの成長に応じた相談と適切な福祉施策や教育が受

けられる体制づくりが必要です。 

 

〇 障害のある子どももない子どもも共に学ぶインクルーシブ教育の

理念に基づき，子どもや保護者の願いと教育的ニーズに応じた就学相

談の実施や，障害の多様化や重度・重複化を踏まえた連続性のある多

様なまなびの場の設置と指導・支援が求められています。 
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46 関係機関との連携による早期発見・早期支援 

   子どもの発達の遅れや特性を早期に発見し，適切な支援につないでいける

よう，各区役所・支所の子どもはぐくみ室や児童福祉センターにおける取組

を推進し，児童発達支援センターをはじめとする関係機関との連携を強化し

ます。 

 

47 身近な地域で支援等を利用しやすい仕組みづくりの推進 

   特性や状況に応じた支援を早期に受けることができるよう，児童発達支援

事業所の設置や保育所等訪問支援の利用促進等，身近な地域で利用しやすい

仕組みづくりを推進します。 

 

 

 

 

48 重症心身障害児・医療的ケア児の実態把握 

   重症心身障害児・医療的ケア児に関する詳細な実態把握を行い，医療機関

や療育機関，保育園（所），訪問看護等の多方面にわたる社会資源の利用等を

含めた効果的な支援についての検討につなげます。 

 

49 重症心身障害児・医療的ケア児への支援の仕組みづくりの検討 

   詳細な実態把握に基づき，医療的ケア児が必要とする支援の提供に繋がる

仕組みづくりについて，福祉・保健・医療・教育等の関係者による協議の場

を設置し，検討します。 

   重症心身障害児等が安心して通所できる児童発達支援事業所及び放課後

等デイサービスの設置促進をはじめ，居宅訪問型児童発達支援の実施検討や，

技術習得にかかる職員研修の受講促進に努めます。 

 

50 様々な障害や特性に応じた支援体制の充実 

   ことばやコミュニケーションに課題のある子どもはもとより，発達障害，

高次脳機能障害，行動障害等の様々な障害や特性のある子どもが，適切な支

援を受けられるよう，支援体制の充実を図ります。 

 

 

 

特性や状況に応じた支援の提供 

話 

早期発見・早期支援 

話 
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51 障害児相談支援の充実 

   子どもの成長に応じた相談と適切な支援が受けられるよう，子どもはぐく

み室や障害保健福祉課，児童福祉センター，教育相談総合センター（こども

相談センターパトナ），総合育成支援教育相談センター「育（はぐくみ）支援

センター」など相談体制の充実を図ります。 

   現在の計画支援の状況を踏まえつつ，専門的見地による障害児相談支援の

拡充を進め，子どもにとって適切なサービスの組み合わせや，チェックがで

きる仕組みづくりを推進します。 

 

52 重症心身障害児・医療的ケア児への支援の仕組みづくりの検討（再掲） 

   

53 教育と福祉の連携による切れ目のない取組の推進 

   障害のある子どもが通所している保育園（所）・幼稚園等と児童発達支援セ

ンター等との連携や，放課後等デイサービス事業所と児童館，学校との連携

等，就学前・就学後を通じて関係機関の連携が図られるよう，仕組みづくり

を行います。 

   障害のある子どもが，集団生活を通じて社会に適応できる能力等を身につ

けられるよう，引き続き保育園（所）・幼稚園等における受入体制の充実・確

保を行うとともに，放課後や長期休業中も安心して過ごせるよう，学童保育

所や児童館，放課後まなび教室等における支援の充実を図り，地域の中での

子どもの居場所づくりや療育，保護者への支援に取り組みます。 

 

54 「京都市未来こどもはぐくみプラン」と連携した取組の推進 

   早期発見・早期支援はもとより，幼稚園，保育園（所）等における受入の

推進，小中学校・学童クラブにおけるきめ細かな支援，更には，家族支援や

切れ目のない支援体制の確立等，「京都市未来こどもはぐくみプラン」に掲げ

たすべての施策を着実に推進し，これまで以上に，成長や発達の段階におい

て，きめ細かな支援が切れ目なく実施できるよう，平成３０年度に子ども，

若者に関する審議会を一体化して設置予定の「京都市はぐくみ推進審議会

(仮)」においても進捗状況を報告し，意見を求めるなど，両プランが連携し

た取組を推進していきます。 

※ 「京都市未来こどもはぐくみプラン」の概要については，Ｐ.47 参照。 

 

  

相談・支援・連携体制の強化 

話 
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55 インクルーシブ教育の理念に基づく総合的な支援 

障害のある子どももない子どもも共に学ぶインクルーシブ教育の理念に

基づき，子どもや保護者の願いと教育的ニーズに応じた就学相談を行うとと

もに，地域の学校で学びたいという保護者の要望に応え，引き続き，対象が

一人であっても，必要な小学校・中学校及び義務教育学校にはすべて育成学

級を設置します。また，家庭や地域の理解を得ながら，同じ地域や同じクラ

スの仲間として共に学び，支えあえるような交流・共同学習を推進します。 

 

56 一人一人のニーズに応じた教育の実施 

   自立と社会参加を目指して一人一人のニーズに応じたきめ細やかな支援

を行うために，総合支援学校や育成学級，普通学級における通級指導教室を

はじめとする多様な学びの場，総合育成支援員やスクールカウンセラー，ス

クールソーシャルワーカー，看護師等の専門家及びＩＣＴ技術の活用も含め

た支援体制の充実を図るとともに，就学前施設からの「就学支援シート」の

活用や，「個別の指導計画」・「個別の包括支援プラン」の作成，校種間連携に

よる引継ぎを行い，保育園（所）・幼稚園等から高等学校卒業後の進路を見据

えた切れ目のない支援を福祉・医療・保健等の関係機関とも連携して推進し

ます。 

  

一人一人のニーズに応じた教育の推進 

話 
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＜第１期障害児福祉計画＞ 

○障害児支援の提供体制の整備等に係る成果目標及び本市の考え方 

項  目 成果目標及び考え方 

児童発達支援センター

の設置 

 本市においては，既に市内に９箇所設置しており，地域支援

や計画支援の更なる機能強化に向けて質的向上を図る。 

保育所等訪問支援を 

利用できる体制の構築 

 本市においては，既に市内に１０箇所設置しているが，利用

状況が低調であるため，平成３０年度以降，より詳細な実態把

握を行い，保育所等訪問支援を利用しやすい仕組みづくりを

講じる。 

主に重症心身障害児を

支援する児童発達支援

事業所，放課後等デイ

サービスの確保 

 本市においては，重症心身障害児を支援する児童発達支援事業

所（１箇所），放課後等デイサービス（３箇所）を確保しており，

平成３０年度以降，より詳細な実態把握を行い，児童の状況を把

握したうえで，効果的・効率的な施策の実施について検討する。 

医療的ケア児支援の 

協議の場の設置 

 平成３０年度以降，より詳細な実態把握を行い，保育園（所）

も含めた福祉・保健・教育等の関係機関が連携し，医療的ケア

児支援に関する協議を行う。 

 

 

 

  

＜国の基本指針＞ 

○ 児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１箇所設置 

○ 保育所等訪問支援を利用できる体制を各市町村で構築 

○ 主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス

を各市町村に少なくとも１箇所確保 

○ 医療的ケア児支援の協議の場を各市町村で設置 
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＜参考：「京都市未来こどもはぐくみプラン」について＞ 

 京都市の子育て支援施策の総合的な計画である「京都市未来こどもは

ぐくみプラン」においても，妊娠期から乳幼児期，子育て期にかけて，

障害のある子どもに対するライフステージに応じた切れ目のない支援

を進めていくこととしています。 

 なお，以下の施策は同プランの第７章（３）「障害や疾病等で支援が

必要な子どもの福祉」の取組を抜粋したものですが，他の章においても

様々な取組を掲載しています。 

 

【同プランに掲載する障害のある子どもへの施策・主な取組】 

 ①早期発見・早期支援 

  ・保健福祉センターの取組 

  ・児童福祉センターの取組 

  ・地域等における支援体制の充実 

 ②就学前の児童等への支援 

  ・療育支援体制の充実 

  ・障害のある子どもの保育の充実 

 ③就学後の児童等への支援 

  ・総合支援学校に在籍する児童生徒への支援 

  ・小学校，中学校等の取組 

  ・放課後・学校長期休業中の支援 

 ④家族への支援 

  ・家族の養育等の支援 

  ・レスパイト支援体制の強化 

 ⑤切れ目のない支援・長期療養への支援 

  ・切れ目のない支援体制の確立 

  ・長期療養が必要な子どもへの支援の充実 

 ⑥障害児施設における子どもに対する支援の質の向上 

  ・障害児施設における子どもに対する支援の質の向上 
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１  各年度における障害福祉サービス等の必要量の見込み 
   ＜第５期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画＞ 

（１）訪問系サービス 

（上段：利用者数，下段：延べ利用時間数（１月当たり）） 

区 分 29 年度(見込) 30 年度 31 年度 32 年度 

居宅介護等 
4,620 人 4,840 人 5,060 人 5,280 人 

205,849 時間 217,206 時間 228,563 時間 239,920 時間 

 

（２）日中活動系サービス等 

（上段：利用者数，下段：延べ利用日数（１月当たり）） 

区 分 29 年度(見込) 30 年度 31 年度 32 年度 

生活介護 
3,235 人 3,272 人 3,309 人 3,346 人 

57,190 人日 57,708 人日 58,226 人日 58,744 人日 

自立訓練 

(機能訓練) 

40 人 40 人 40 人 40 人 

370 人日 378 人日 386 人日 394 人日 

自立訓練 

(生活訓練) 

266 人 289 人 311 人 334 人 

3,971 人日 4,331 人日 4,692 人日 5,052 人日 

就労移行支援  
387 人 422 人 456 人 491 人 

6,421 人日 6,957 人日 7,492 人日 8,028 人日 

就労継続 

支援Ａ型 

611 人 679 人 748 人 816 人 

13,030 人日 14,536 人日 16,042 人日 17,548 人日 

就労継続 

支援Ｂ型 

3,006 人 3,230 人 3,455 人 3,679 人 

54,063 人日 58,178 人日 62,293 人日 66,408 人日 

就労定着支援 － 人 202 人 222 人 243 人 

療養介護 252 人 290 人 329 人 367 人 

短期
入所 

医療型 
83 人 97 人 110 人 124 人 

286 人日 333 人日 381 人日 428 人日 

福祉型 
779 人 909 人 1,038 人 1,168 人 

4,540 人日 5,296 人日 6,053 人日 6,809 人日 

 

  

３ 
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（３）居住系サービス 

区 分 29 年度(見込) 30 年度 31 年度 32 年度 

自立生活援助 － 人 14.4 人 16.5 人 18.5 人 

グループホーム 615 人 665 人 715 人 765 人 

施設入所支援 1,242 人 1,242 人 1,242 人 1,242 人 

 

 

 

 

 

（４）相談支援 （１月当たり） 

区 分 29 年度(見込) 30 年度 31 年度 32 年度 

計画相談支援 1,228 件 1,422 件 1,617 件 1,811 件 

地域移行支援 7.7 件 12.8 件 12.8 件 12.8 件 

地域定着支援 12.4 件 14.4 件 16.5 件 18.5 件 

 

（５）発達障害者支援 

区 分 29 年度(見込) 30 年度 31 年度 32 年度 

地域協議会の開催 － 回 1 回 1 回 1 回 

相談支援 3,344 件 3,378 件 3,378 件 3,378 件 

関係機関への助言 13 件 16 件 19 件 22 件 

研修・啓発 40 件 41 件 41 件 41 件 

 

 

 

  

  自立生活援助については，地域定着支援と同数の利用を見込みます。 

  グループホームについては，地域生活への移行者の目標数値数を踏まえ，今後は毎年

50人の増加を見込みます。 

  本市では，発達障害者支援連携協議会を，発達障害者支援法に規定する地域協

議会に位置づけており，発達障害者支援センター，幼児児童生徒支援，就労支援の３

つの課題別に設置された部会等における発達障害支援の実施状況の報告のため，地域

協議会を年１回開催すると見込んでいます。 
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（６）障害児支援 

（上段：利用者数，下段：延べ利用日数（１月当たり）） 

区 分 29 年度(見込) 30 年度 31 年度 32 年度 

放課後等 

デイサービス 

1,842 人 1,980 人 2,118 人 2,257 人 

20,262 人日 21,780 人日 23,298 人日 24,827 人日 

児童発達支援 
2,030 人 2,114 人 2,198 人 2,282 人 

12,180 人日 12,684 人日 13,188 人日 13,692 人日 

障害児相談支援 81 人 112 人 144 人 179 人 

障害児入所施設 47 人 47 人 47 人 47 人 

医療型児 

童発達支援 

－  人 －  人 －  人 －  人 

－ 人日 － 人日 － 人日 － 人日 

保育所等訪問支援 
－  人 －  人 －  人 －  人 

－ 人日 － 人日 － 人日 － 人日 

居宅訪問型 

児童発達支援 

－  人 －  人 －  人 －  人 

－ 人日 － 人日 － 人日 － 人日 

医療的ケア児 

に対する関連分野

の支援を調整する 

コーディネーター 

の配置人数 

－  人 －  人 －  人 －  人 

 

  

現時点でサービスの提供がない医療型児童発達支援や，利用実

績の少ない保育所等訪問支援，さらに，新たなサービスメニュー

である居宅訪問型児童発達支援，医療的ケア児コーディネータ

ーについては，平成３０年度以降，より詳細な実態把握を行い，

その結果を調査・分析したうえ，効果的・効率的な施策の実施に

ついて検討していきます。 
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＜参考＞障害児の子ども・子育て支援等の利用ニーズについて 

 障害児支援に関するサービス量のほか，「京都市子ども・子育て支援事業計画（以下

「事業計画」という。）」における量の見込みの数値から，保育園（所）や認定こども園、

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）等における障害児の受入れの数値につい

ても参考に設定します。 

 

  【各事業において障害児として認定している割合（平成２８年度）】 

 児童数 

（Ａ） 

障害児の数 

（Ｂ） 

割合 

（Ｂ／Ａ） 

保育園（所） 

（認定子ども園を含む） 

３０，２９０ １，７２６ ５．７％ 

放課後児童健全育成事業 １２，７０１ ８１７ ６．４％ 

地域型保育事業 １，１２８ ２０ １．８％ 

 

  【保育所等に係る利用ニーズのうち，障害児に係る数値】 

 平成３０年度 平成３１年度 

保育園（所） 

（認定子ども園を含む） 

ａ量の見込み（現行プラン） ３２，４８８ ３２，９９１ 

ｂ（①で算出した割合） ５．７％ 

障害児に係る数値 

（ａ×ｂ） 
１，８５２ １，８８１ 

放課後児童健全

育成事業 

ａ量の見込み（現行プラン） １３，９２５ １４，４７１ 

ｂ（①で算出した割合） ６．４％ 

障害児に係る数値 

（ａ×ｂ） 
８９２ ９２７ 

地域型保育事業 

ａ量の見込み（現行プラン） １，６９８ １，８２４ 

ｂ（①で算出した割合） １．８％ 

障害児に係る数値 

（ａ×ｂ） 
３１ ３３ 

  ※ 第１期障害児福祉計画の計画期間は平成３２年度までですが，「事業計画」で

定める量の見込みは平成３１年度までであることから，平成３２年度については

数値を記載せず，次期「事業計画」（平成３２年度～）において新たに定める量

の見込みを踏まえて見直すこととします。 
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１  地域生活支援事業の実施に関する事項＜第５期障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画＞ 

  各年度における事業の種類ごとの量の見込み，実施に関する考え方等について，下記のとおり定めます。   （単位は年間の数） 

事 業 名 

29 年度実績 

（見込） 
30 年度 31 年度 32 年度 

事業内容，実施の考え方，見込量確保の方策等 

箇所数 利用者数 箇所数 利用者数 箇所数 利用者数 箇所数 利用者数 

(１)相談支援事業      

 ①障害者相談支援事業 15 

箇所 

 15 

箇所 

 15 

箇所 

 15 

箇所 

 障害者地域生活支援センターを設置し，相談，福祉

サービス利用の援助，ケアプラン作成，関係機関の

ネットワークづくり等を行う。 

 地域自立支援協議会 5 

圏域 

 5 

圏域 

 5 

圏域 

 5 

圏域 

 障害者福祉の関係者による連携及び支援に関する仕

組みを整備し，相談支援体制を強化する。 

障害児等療育支援事業 3 

箇所 

 3 

箇所 

 3 

箇所 

 3 

箇所 

 障害のある市民の自宅を訪問して療育訓練を行うと

ともに，保育園(所)や障害福祉サービス事業所等の

職員に対して療育指導を行う。 

 ②基幹相談支援センター等機能強化事業 5 

箇所 

 5 

箇所 

 5 

箇所 

 5 

箇所 

 障害者地域生活支援センターのうち圏域に応じた５

箇所に対して，地域の相談支援事業者に対する研修

会の企画運営，専門的な指導・助言等の基幹相談支

援機能を付加する。 

 ③住宅入居等支援事業 15 

箇所 

 15 

箇所 

 15 

箇所 

 15 

箇所 

 一般住宅入居希望者に，必要な調整等の支援を行

う。 

(２)権利擁護支援事業      

  成年後見制度利用支援事業  30 

件 

 30 

件 

 30 

件 

 30 

件 

生活保護受給世帯等経済的困窮者に係る審判申立・

後見人報酬の助成を行う。 

※件数は申立件数の見込み 

  障害者虐待防止対策支援事業  1,300 

人 

 1,300 

人 

 1,300 

人 

 1,300 

人 

新規事業所説明会等において，制度の周知・啓発を

行う。 

４ 
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事 業 名 

29 年度実績 

（見込） 
30 年度 31 年度 32 年度 

事業内容，実施の考え方，見込量確保の方策等 

箇所数 利用者数 箇所数 利用者数 箇所数 利用者数 箇所数 利用者数 

(３)コミュニケーション支援事業  12,564 

件 

 12,769 

件 

 12,867 

件 

 12,973 

件 

※①派遣事業及び②手話通訳者設置事業の合計 

 ①派遣事業  5,224 

件 

 5,304 

件 

 5,402 

件 

 5,508 

件 

手話通訳者，要約筆記者，盲ろう通訳・介助員の派

遣を行う。 

②手話通訳者設置事業 16 

箇所 

7,340 

件 

15 

箇所 

7,465 

件 

15 

箇所 

7,465 

件 

15 

箇所 

7,465 

件 

手話通訳者の設置を行う。 

※件数は手話通訳者の相談件数の見込み 

 ③ 養成事業 

  （専門性の高い意思疎通支援） 

 90 

人 

 101 

人 

 112 

人 

 126 

人 

手話通訳者，要約筆記者，盲ろう通訳介助員の各養

成講座を行う。 

※修了者数見込み 

④ 奉仕員等養成研修事業  744 

人 

 777 

人 

 810 

人 

 843 

人 

音訳・点字・手話等の各奉仕員の養成研修を行う。 

※参加者数見込み 

(４)日常生活用具給付等事業（①～⑥） 35,191件 35,814件 36,455件 37,113件 重度障害のある市民に日常生活用具の給付・貸与を行う。  

① 介護・訓練支援用具 138件 137件 136件 135件 身体介護を支援する用具等 

② 自立生活支援用具 452件 420件 391件 364件 入浴，食事，移動等の自立生活を支援する用具 

③ 在宅療養等支援用具 377件 381件 385件 389件 在宅療養等を支援する用具 

④ 情報・意思疎通支援用具 305件 281件 259件 238件 情報収集・伝達，意思疎通を支援する用具 

⑤ 排泄管理支援用具 33,894件 34,572件 35,263件 35,968件 ストーマ装具等の排泄管理を支援する用具 

⑥ 居宅生活動作補助用具（住宅改修費） 25 件 23 件 21 件 19 件 居宅生活動作等を円滑にするための住宅改修 

(５)移動支援事業 374 

箇所 

2,879 

人 

396 

箇所 

2,913 

人 

425 

箇所 

2,947 

人 

453 

箇所 

2,981 

人 

個別支援を基本として，社会参加，余暇活動のため

の外出支援を行う。 

※人数，時間は各年度３月実績の見込み 

 
 44,945 

時間 

 45,734 

時間 

 46,268 

時間 

 46,862 

時間 
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事 業 名 

29 年度実績 

（見込） 
30 年度 31 年度 32 年度 

事業内容，実施の考え方，見込量確保の方策等 

箇所数 利用者数 箇所数 利用者数 箇所数 利用者数 箇所数 利用者数 

(６)地域活動支援センター 

  （機能強化型Ⅱ型） 

 

3 

箇所 

102 

人 

3 

箇所 

111 

人 

3 

箇所 

111 

人 

3 

箇所 

111 

人 

従前のデイサービスと同様の事業内容で実施する。 

 

(７)発達障害者支援センター運営事業 1 

箇所 

3,344 

件 

1 

箇所 

3,378 

件 

1 

箇所 

3,378 

件 

1 

箇所 

3,378 

件 

関係機関と連携しながら，発達障害のある市民への

支援を強化していく。 

※相談件数見込み 

(８) 理解促進啓発事業 7,800 人 7,800 人 7,800 人 7,800 人 ほほえみ広場の来場者数 

(９) 自発的活動支援事業      

①ほほえみ交流活動支援事業 55 回 55 回 55 回 55 回 ほほえみ交流活動支援事業の実施回数 

 ②こころのふれあい交流サロン運営事業 13 箇所 13 箇所 13 箇所 13 箇所 精神障害のある市民の孤立を防ぎ，ボランティア活

動を希望する市民に参加の機会を提供する等，交流

の場（サロン）を設置する（13箇所中 2箇所は，

自サロンを運営するとともに，他サロンに専門職等

を派遣する機能強化サロン）。 

 ③その他 3 事業 3 事業 3 事業 3 事業 障害のある市民等が自発的に行うピアサポートやボ

ランティア等の活動への支援事業を行う。 

(10)その他の事業      

 ① 福祉ホーム事業 3 箇所 3 箇所 3 箇所 3 箇所 低額で居室等を提供し，管理人が日常生活に必要な

支援を行う。 

 ② 盲人ホーム事業 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所 視覚障害のある市民に，あんま，はり，きゅうの就

労の場を提供する。 

 ③ 訪問入浴サービス事業 68 人分 72 人分 77 人分 81 人分 居宅や施設での入浴が困難な方などに，訪問入浴サ

ービスを提供する。 
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事 業 名 

29 年度実績 

（見込） 
30 年度 31 年度 32 年度 

事業内容，実施の考え方，見込量確保の方策等 

箇所数 利用者数 箇所数 利用者数 箇所数 利用者数 箇所数 利用者数 

 ④ 生活訓練等事業 7 事業 6 事業 6 事業 6 事業 日常生活上必要な訓練や指導を行う。 

 ⑤ 日中一時支援事業 308人分 314人分 315人分 312人分 施設で一時的に介護等のサービスを提供する（宿泊

を伴わない）。 

 ⑥ 社会参加促進事業      

  ア スポーツ・レクリエーション 

教室開催等事業 
13 大会 13 大会 13 大会 13 大会 障害別体育大会，全京都障害者総合スポーツ大会等

を開催する。 

  イ 芸術文化講座開催等事業 2 回 2 回 2 回 2 回 障害者週間のポスター展，京都とっておきの芸術祭

を開催する。 

  ウ 点字・声の広報等発行事業 3 種類 

15 箇所 

3 種類 

15 箇所 

3 種類 

15 箇所 

3 種類 

15 箇所 

「障害保健福祉のしおり」等の点字，音訳，拡大版

を作成，設置する。 

  エ 自動車運転免許取得事業 16 件 16 件 16 件 16 件 身体障害のある市民の運転免許取得費用の一部を助

成する。 

  オ 自動車改造助成事業 30 件 30 件 30 件 30 件 身体障害のある市民の自動車改造費用の一部を助成

する。 
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第６章 計画の推進と進捗管理 

 

１ 計画の推進体制 
 

このプランは，その範囲が福祉，保健，生活環境，雇用・就労，地域活動など

の広範な分野にわたっているため，関係局・区間の相互の調整を十分に行い，全

庁的な体制の下，計画を推進します。 

また，プランの実効性を確保するため，毎年度このプランに基づく施策の進捗

状況を「京都市障害者施策推進審議会」に報告し，そこで得られた意見を次年度

以降の取組に反映させるとともに，ホームページ等で市民に公表します。 

 

１ ＰＤＣＡサイクルによる計画の見直し 
 

本市では，今後６年間，この計画に基づき施策を推進していきますが，社会情

勢やニーズの変化や国の動向も踏まえ，定期的に計画に掲げる施策について，点

検・評価を行うとともに，その結果を各施策の実施方法に反映したり，必要に応

じて施策の展開の見直しを行うためのＰＤＣＡサイクル（Ｐｌａｎ（計画），Ｄ

ｏ（実行），Ｃｈｅｃｋ（評価），Ａｃｔｉｏｎ（改善））により，プランの内

容について不断の見直しを行い，新たな課題にも柔軟に対応します。 

 

【ＰＤＣＡサイクル】 

 

•策定した計画の内容
を踏まえて，各施策
を実施します。

•各施策の実施状況につ
いて，審議会等で点
検・評価を行います。

•市民の皆様の御意見等
を踏まえ，施策の方向性
や障害サービスの見込量
等を設定します。

•評価の結果を踏まえ，必要
に応じて施策の見直しを行
います。

Action

（改善）

Plan

(計画）

Do

（実行）

Check

（評価）

１ 

２ 
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